


西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第１編　総則

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由
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第１章　計画の趣旨

１　計画作成に当たっての基本的考え方

（４）　阪神・淡路大震災等の教訓の反映

　武力攻撃事態への対応は、原因の意図性、攻撃の反復性などの点で自然災害や事故災害との

違いはある。しかしながら、市民の安全を確保するための方策においては共通する部分も多い

ことから、計画の作成に当たっては、備えの大切さなど阪神・淡路大震災をはじめとする様々

な危機事案における教訓を踏まえた地域防災計画等に基づくこれまでの取組の蓄積を最大限に

取り入れるとともに、地域防災計画との整合を図るよう努める。

第１章　計画の趣旨

１　計画作成に当たっての基本的考え方

（４）　阪神・淡路大震災等の教訓の反映

　武力攻撃事態への対応は、原因の意図性、攻撃の反復性などの点で自然災害や事故災害との

違いはある。しかしながら、市民の安全を確保するための方策においては共通する部分も多い

ことから、計画の作成に当たっては、備えの大切さなど阪神・淡路大震災をはじめとする様々

な危機における教訓を踏まえた地域防災計画等に基づくこれまでの取組の蓄積を最大限に取り

入れるとともに、地域防災計画との整合を図るよう努める。

西宮市危機管理指針

の表現に合わせた変

更
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第２章　基本方針

６　高齢者、障害のある人などへの配慮及び国際人道法の的確な実施

　市は、保護措置の実施に当たっては、高齢者、障害のある人その他特に配慮を要する者の保

護について留意する。また、市は、保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争にお

いて適用される国際人道法の的確な実施を確保する。

第２章　基本方針

６　高齢者、障害のある人、外国人などへの配慮及び国際人道法の的確な実施

　市は、保護措置の実施に当たっては、高齢者、障害のある人、外国人その他特に配慮を要す

る者の保護について留意する。また、市は、保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力

紛争において適用される国際人道法の的確な実施を確保する。

兵庫県国民保護計画

の表現に合わせた変

更
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第３章　関係機関等の役割分担及び連絡先

１　関係機関等の役割分担

【指定地方行政機関】

第３章　関係機関等の役割分担及び連絡先

１　関係機関等の役割分担

【指定地方行政機関】

表現の精査

機関の名称 役割分担 

近畿地方整備局 

１ 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復旧 

２ 港湾施設の使用に関する連絡調整 

３ 港湾施設の応急復旧 

西宮海上保安署 

１ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 

２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保にかかる立ち入り制限区域の指定等 

４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 

５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その他の武

力攻撃災害への対処に関する措置 

 

機関の名称 役割分担 

近畿管区警察局 

１ 管区内各府県警察の保護措置及び相互援助の指導・調整 

２ 他管区警察局との連携 

３ 管区内各府県警察及び関係機関等からの情報収集並びに報告連

絡 

４ 警察通信の確保及び統制 

近畿総合通信局 

１ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整 

２ 電波の監督管理、監視並びに無線の施設の設置及び使用の規律に

関すること 

３ 非常事態における重要通信の確保 

４ 非常通信協議会の指導育成 

近畿財務局 

神戸財務事務所 

１ 地方公共団体に対する災害融資 

２ 金融機関に対する緊急措置の指示 

３ 普通財産の無償貸付 

４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会 

近畿厚生局 １ 救援等に係る情報の収集及び提供 

兵庫労働局 １ 被災者の雇用対策 

近畿農政局 
１ 武力攻撃災害対策用食料及び備蓄物資の確保 

２ 農業関連施設の応急復旧 

近畿中国森林管理局 １ 武力攻撃災害対策用復旧用資材の調達・供給 

近畿経済産業局 

１ 救援物資の円滑な供給の確保 

２ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 

３ 被災中小企業の振興 

中部近畿産業保安監督部

近畿支部 

１ 電気、火薬類、都市ガス、高圧ガス、液化石油ガス施設等の保全 

２ 鉱山における災害時の応急対策 

近畿地方整備局 

１ 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復旧 

２ 港湾施設の使用に関する連絡調整 

３ 港湾施設の応急復旧 

近畿運輸局 
１ 運送事業者への連絡調整 

２ 運送施設及び車両の安全保安 

神戸地方気象台 １ 気象状況の把握及び情報の提供 

西宮海上保安署 

１ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 

２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保にかかる立ち入り制限区域の指定等 

４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 

５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その他の武

力攻撃災害への対処に関する措置 

近畿地方環境事務所 

１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供 

２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量の情報

収集 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第１編　総則

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

機関の名称 役割分担 

近畿管区警察局 

１ 管区内各府県警察の保護措置及び相互援助の指導・調整 

２ 他管区警察局との連携 

３ 管区内各府県警察及び関係機関等からの情報収集並びに報告連

絡 

４ 警察通信の確保及び統制 

近畿総合通信局 

１ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整 

２ 電波の監督管理、監視並びに無線の施設の設置及び使用の規律に

関すること 

３ 非常事態における重要通信の確保 

４ 非常通信協議会の指導育成 

近畿財務局 

神戸財務事務所 

１ 地方公共団体に対する災害融資 

２ 金融機関に対する緊急措置の指示 

３ 普通財産の無償貸付 

４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会 

近畿厚生局 １ 救援等に係る情報の収集及び提供 

兵庫労働局 １ 被災者の雇用対策 

近畿農政局 
１ 武力攻撃災害対策用食料及び備蓄物資の確保 

２ 農業関連施設の応急復旧 

近畿中国森林管理局 １ 武力攻撃災害対策用復旧用資材の調達・供給 

近畿経済産業局 

１ 救援物資の円滑な供給の確保 

２ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 

３ 被災中小企業の振興 

中部近畿産業保安監督部

近畿支部 

１ 電気、火薬類、都市ガス、高圧ガス、液化石油ガス施設等の保全 

２ 鉱山における災害時の応急対策 

近畿地方整備局 

１ 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復旧 

２ 港湾施設の使用に関する連絡調整 

３ 港湾施設の応急復旧 

近畿運輸局 
１ 運送事業者への連絡調整 

２ 運送施設及び車両の安全保安 

神戸地方気象台 １ 気象状況の把握及び情報の提供 

西宮海上保安署 

１ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 

２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保にかかる立ち入り制限区域の指定等 

４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 

５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その他の武

力攻撃災害への対処に関する措置 

近畿地方環境事務所 

１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供 

２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量の情報

収集 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第１編　総則

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

【指定公共機関等】 【指定公共機関等】

機関の名称 役割分担 

［放送事業者］ 

１ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を含む。）

の内容並びに緊急通報の内容の放送 

 （指定公共機関）日本放送協会（神戸放送局）、朝日放送㈱、 

㈱毎日放送、関西テレビ放送㈱、讀賣テレビ放送㈱、大阪放送㈱ 

（指定地方公共機関）㈱サンテレビジョン、兵庫エフエム放送㈱、 

㈱ラジオ関西、    

［運送事業者］ 
１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

 ① バス事業者 

（指定公共機関）西日本ジェイアールバス㈱、日本交通㈱、 

阪急バス㈱、阪神バス㈱、 

 

 

② 鉄道事業者 

（指定公共機関）西日本旅客鉄道㈱、阪急電鉄㈱、阪神電気鉄道㈱ 

 

 

③ トラック事業者 

（指定公共機関）佐川急便㈱、西濃運輸㈱、日本通運㈱、 

福山通運㈱、ヤマト運輸㈱ 

（指定地方公共機関）(一社)兵庫県トラック協会 

［電気通信事業者］ 

 

１ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置における

協力 

２ 通信の確保及び保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱い 

 （指定公共機関）西日本電信電話㈱（兵庫支店）、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱ 

㈱ＮＴＴドコモ、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱  

［電気事業者］ １ 電気の安定的な供給 

 （指定公共機関）関西電力㈱、電力広域的運営推進機関 

［ガス事業者］ １ ガスの安定的な供給 

 （指定公共機関）大阪ガス㈱ 

（指定地方公共機関）(一社)兵庫県ＬＰガス協会 

日本郵便（株） １ 郵便の確保 

［病院その他の医療機関］ １ 医療の確保 

 （指定公共機関）(独)国立病院機構 

（指定地方公共機関）（一社）兵庫県医師会 

機関の名称 役割分担 

［運送事業者］ 
１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

 ① バス事業者 

（指定公共機関）阪急バス株式会社、阪神バス株式会社 

 

② 鉄道事業者 

（指定公共機関）西日本旅客鉄道株式会社（兵庫支社） 

 

③ トラック事業者 

（指定公共機関）日本通運株式会社（神戸支店） 

［電気通信事業者］ 

 

１ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置における協力 

２ 通信の確保及び保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱い 

 （指定公共機関）西日本電信電話株式会社（兵庫支店） 

［電気事業者］ １ 電気の安定的な供給 

 （指定公共機関）関西電力送配電株式会社（阪神配電営業所） 

［ガス事業者］ １ ガスの安定的な供給 

 （指定公共機関）大阪ガスネットワーク株式会社（兵庫事業部） 

［病院その他の医療機関］ １ 医療の確保 

 一般社団法人西宮市医師会 
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頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

【その他関係機関】

1-8

第３章　関係機関等の役割分担及び連絡先

２　関係機関等の連絡先

　内閣官房、指定行政機関、指定地方行政機関、自衛隊、県地方機関、市町、消防機関、指定

公共機関等その他の関係機関の連絡先については、資料編に記載する。

なお、関係機関の連絡先については、本計画とは別に一覧表を作成しておくこととし、随時、

最新の情報への更新を行うよう留意する。

                                                                 ［資料２‐９　災害関係機関所在地・電話一覧］

第３章　関係機関等の役割分担及び連絡先

２　関係機関等の連絡先

関係機関の連絡先については、資料編に記載する。

                                                                         ［資料２‐９‐１　所在地・連絡窓口一覧］

表現の精査

項目名・項目番号の

変更

機関の名称 役割分担 

［放送事業者］ 

１ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を含む。）

の内容並びに緊急通報の内容の放送 

 （指定公共機関）日本放送協会（神戸放送局）、朝日放送㈱、 

㈱毎日放送、関西テレビ放送㈱、讀賣テレビ放送㈱、大阪放送㈱ 

（指定地方公共機関）㈱サンテレビジョン、兵庫エフエム放送㈱、 

㈱ラジオ関西、    

［運送事業者］ 
１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

 ① バス事業者 

（指定公共機関）西日本ジェイアールバス㈱、日本交通㈱、 

阪急バス㈱、阪神バス㈱、 

 

 

② 鉄道事業者 

（指定公共機関）西日本旅客鉄道㈱、阪急電鉄㈱、阪神電気鉄道㈱ 

 

 

③ トラック事業者 

（指定公共機関）佐川急便㈱、西濃運輸㈱、日本通運㈱、 

福山通運㈱、ヤマト運輸㈱ 

（指定地方公共機関）(一社)兵庫県トラック協会 

［電気通信事業者］ 

 

１ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置における

協力 

２ 通信の確保及び保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱い 

 （指定公共機関）西日本電信電話㈱（兵庫支店）、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱ 

㈱ＮＴＴドコモ、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱  

［電気事業者］ １ 電気の安定的な供給 

 （指定公共機関）関西電力㈱、電力広域的運営推進機関 

［ガス事業者］ １ ガスの安定的な供給 

 （指定公共機関）大阪ガス㈱ 

（指定地方公共機関）(一社)兵庫県ＬＰガス協会 

日本郵便（株） １ 郵便の確保 

［病院その他の医療機関］ １ 医療の確保 

 （指定公共機関）(独)国立病院機構 

（指定地方公共機関）（一社）兵庫県医師会 

機関の名称 役割分担 

［放送事業者］ 

１ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を含む。）

の内容並びに緊急通報の内容の放送協力 

 
さくら FM㈱、㈱ベイ・コミュニケーションズ 

［病院その他の医療機関］ １ 医療の確保 

 （一社）西宮市医師会 
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頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

1-11

第４章　市の地理的、社会的特徴

２　気候

　本市は、地形上南北に長く、その中央部を六甲山系が横断しているため、気象条件は、山間

部に属する北部地域と、大阪湾に臨む南部地域とではやや異なるが、その特性は概ね瀬戸内海

気候を示し、晴天が多く、温暖な気候となっている。

　年間降雨量は、1,000mmから1,500mm程度であり、多くはない。年間平均気温は、南部地域

では15.8℃であり、北部地域は標高差もあり14.1℃となっている。

第４章　市の地理的、社会的特徴

２　気候

　気象は、山間部に属する北部と、大阪湾に臨む南部とではやや異なるが、その特性は、おお

むね瀬戸内海性気候を示し、晴天が多く、気候は温暖である。

　気温については、南部と北部で年間平均気温は１～２℃程度異なる。そのため、南部地域で

は雨となっていても北部地域では雪が降っていることもある。北部では冬季の冷え込みが厳し

く、夏季は南部地域と同様かなり高温になっている。ここ数年間の市内の平均気温の推移をみ

ると横ばい傾向にあるが、観測開始からみると平均値および最高値は上昇傾向である。また、

過去の測定結果からみると、夏季は高温多湿に、冬季は低く乾燥している。

時点更新

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

【市内の気象観測所における平均気温と降水量（1986～2005年の平均値）】
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第１編　総則

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第１編　総則

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

　降水量については、大気等の観測記録によると、日本特有の温暖湿潤気候であるため、夏季

は多雨、冬季は少雨の傾向がある。近年、夏季にゲリラ豪雨と呼ばれる短時間に数十ミリの猛

烈な雨を観測することが多くなっている。

1-12

第４章　市の地理的、社会的特徴

３　人口

　平成27年国勢調査によると、本市の人口は487,850人であり、兵庫県人口の8.8%を占め、神

戸市、姫路市に次いで県下第３位となっている。

　年齢別に見ると、15歳未満の年少人口は66,025人であり、総人口に占める割合は13.5%、一

方、65歳以上の老年人口は109,205人、22.4%であり、残り15歳から64歳の生産人口は293,369

人、60.1%となっている。(H27国調)

　本市を従業地・通学地として他市から流入している人口は81,905人、他市を従業地・通学地

として本市から流出している人口は130,299人であり、48,394人の流出超過となっている。

(H27国調)

　また、人口の分布は、北部の山口地区は17,533人、塩瀬地区は26,901人であり、南部地域に

90.9％の443,416人が集中している。(H27国調)

第４章　市の地理的、社会的特徴

３　人口

　令和２年国勢調査によると、本市の人口は485,587人であり、兵庫県人口の8.9%を占め、神

戸市、姫路市に次いで県下第３位となっている。

　年齢別に見ると、15歳未満の年少人口は64,958人であり、総人口に占める割合は13.4%、一

方、65歳以上の老年人口は115,944人、23.9%であり、残り15歳から64歳の生産人口は293,519

人、60.4%となっている。

　本市を従業地・通学地として他市から流入している人口は74,249人、他市を従業地・通学地

として本市から流出している人口は131,426人であり、57,177人の流出超過となっている。

　また、人口の分布は、北部の山口地区は16,946人、塩瀬地区は25,858人であり、南部地域に

91.2％の442,783人が集中している。

時点更新
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第１編　総則

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

1-13

第４章　市の地理的、社会的特徴

４　交通

（１）道路の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐13　主な避難路位置図］

　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐14　緊急輸送道路ネットワーク］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐15　緊急交通路］

第４章　市の地理的、社会的特徴

４　交通

（１）道路の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐11　主な避難路位置図］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐12　緊急輸送道路］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐13　緊急交通路］

項目名・項目番号の

変更

1-13

第４章　市の地理的、社会的特徴

４　交通

（２）鉄道の状況

　本市の鉄道は、南部地域を東西に貫く、JR東海道本線、阪急神戸線、阪神本線があり、南北

は阪急今津線、阪急甲陽線、阪神武庫川線がある。北部地域はJR福知山線がある。

　また、南部地域に駅はないがJR山陽新幹線が通っている。

第４章　市の地理的、社会的特徴

４　交通

（２）鉄道の状況

　本市の鉄道は、南部地域を東西に貫く、JR東海道本線、阪急神戸本線、阪神本線があり、南

北は阪急今津線、阪急甲陽線、阪神武庫川線がある。北部地域はJR福知山線がある。

　また、南部地域に駅はないがJR山陽新幹線が通っている。

表現の訂正

数値引用元資料の記

述削除に伴う変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第１編　総則

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

（削除）

1-13

第４章　市の地理的、社会的特徴

４　交通

（３）港湾状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐４　公共埠頭図］

第４章　市の地理的、社会的特徴

４　交通

（３）港湾状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐３　公共埠頭図］

項目番号の変更

西 宮 40,570 西 宮 北 口 106,169 武 庫 川 28,109 

さくら夙川 15,814 夙 川 33,027 鳴 尾 23,481 

甲 子 園 口 38,503 苦 楽 園 口 14,197 甲 子 園 53,328 

生 瀬 3,896 甲 陽 園 12,699 久 寿 川 4,022 

西 宮 名 塩 19,145 甲 東 園 38,590 今 津 6,842 

  門 戸 厄 神 26,213 西 宮 40,685 

  阪神国道 4,432 香 櫨 園 10,333 

  今  津 8,867 東 鳴 尾 2,016 

    洲 先 1,803 

    武庫川団地前 7,885 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第１編　総則

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

1-14

第４章　市の地理的、社会的特徴

４　交通

（４）空港の状況

第４章　市の地理的、社会的特徴

４　交通

（４）空港の状況

表現の訂正

【交通体系図】 【交通体系図】

1-15

第４章　市の地理的、社会的特徴

５　自衛隊施設

　陸上自衛隊について、東海・北陸・中国・四国地区２府19県を管轄する中部方面隊の総監部

や、近畿２府４県を管轄する第３師団の司令部が隣接する伊丹市に所在している。

第４章　市の地理的、社会的特徴

５　自衛隊施設

　陸上自衛隊について、東海・北陸・近畿・中国・四国地区２府19県を管轄する中部方面隊の

総監部や、近畿２府４県を管轄する第３師団の司令部が隣接する伊丹市に所在している。

表現の訂正
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-4

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

２　県との連携

（１）県の連絡先の把握等

　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐９　災害関係機関所在地・電話一覧］

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

２　県との連携

（１）県の連絡先の把握等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐９‐１　所在地・連絡窓口一覧］

項目名・項目番号の

変更

2-4

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

３　近隣市町との連携

（１）近隣市町との連携

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

３　近隣市町との連携

（１）近隣市町との連携

項目名・項目番号の

変更

　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐９　災害関係機関所在地・電話一覧］

　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐２‐２　災害時における相互応援協定］

　　　　　　　［資料２‐２‐３　災害時における相互応援協定に関する実施細目］

　　　　　　　　　　［資料２‐２‐４　兵庫県及び市町相互間の災害時応援協定］

　　　　　　　　　［資料２‐２‐５　災害応急対策活動の相互応援に関する協定］

　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐２‐７　中核市災害相互応援協定］

　　　　　　　　　　　　　［資料２‐２‐８　中核市災害相互応援協定実施細目］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐９‐１　所在地・連絡窓口一覧］

　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐２‐２　災害時における相互応援協定］

　　　　　　　［資料２‐２‐３　災害時における相互応援協定に関する実施細目］

　　　　　　　　　　［資料２‐２‐４　兵庫県及び市町相互間の災害時応援協定］

　　　　　　　　　［資料２‐２‐５　災害応急対策活動の相互応援に関する協定］

　　　　　［資料２‐２‐６　災害応急対策活動の相互応援に関する協定実施細目］

　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐２‐８　中核市災害相互応援協定］

　　　　　　　　　　　　　［資料２‐２‐９　中核市災害相互応援協定実施細目］

　　　　　　　　　［資料２‐２‐10　中核市災害相互応援協定の運用マニュアル］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐２‐14　災害時相互応援協定書］

　　　　［資料２‐２‐15　全国青年市長会災害相互応援に関する要綱・実施要領］

2-5

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

４　指定公共機関等との連携

（１）指定公共機関等の連絡先の把握

　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐９　災害関係機関所在地・電話一覧］

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

４　指定公共機関等との連携

（１）指定公共機関等の連絡先の把握

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐９‐１　所在地・連絡窓口一覧］

項目名・項目番号の

変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-5

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

４　指定公共機関等との連携

（２）医療機関との連携

　また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう（公財）日本中毒情報センター等の専門的な

知見を有する機関との連携に努める。

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

４　指定公共機関等との連携

（２）医療機関との連携

　また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう公益財団法人日本中毒情報センター等の専門

的な知見を有する機関との連携に努める。

表現の変更

2-5

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

４　指定公共機関等との連携

（３）関係機関との協定の締結等

　　　　　　　　　　　　［資料２‐４‐１　災害時応援協定一覧（民間機関等）］

　　　　　　［資料２‐４‐２　災害時情報等に関する放送の実施に関する協定書］

　　　　　　　［資料２‐４‐３　災害時における放送要請に関する協定（参考）］

第１章　組織・体制の整備等

第２節　関係機関との連携体制の整備

４　指定公共機関等との連携

（３）関係機関との協定の締結等

　　　　　　　　　　　　　［資料２‐２‐13　災害時の応援に関する申し合わせ］

　　　　　　　　　　　　［資料２‐４‐１　災害時応援協定一覧（民間機関等）］

　　　　　　［資料２‐４‐２　災害時情報等に関する放送の実施に関する協定書］

　　　　　　　［資料２‐４‐３　災害時における放送要請に関する協定（参考）］

項目名・項目番号の

変更

2-8

第１章　組織・体制の整備等

第４節　通信の確保

３　情報通信機器等の活用

　市は、的確かつ迅速に保護措置を実施するため、関係機関相互の情報収集、伝達等において

は、フェニックス防災システムや兵庫衛星通信ネットワークを活用するほか全国瞬時警報シス

テム（J-ALERT）、緊急情報ネットワーク（Em-Net）により国からの情報を速やかに把握す

る。

第１章　組織・体制の整備等

第４節　通信の確保

３　情報通信機器等の活用

　市は、的確かつ迅速に保護措置を実施するため、関係機関相互の情報収集、伝達等において

は、フェニックス防災システムや兵庫衛星通信ネットワークを活用するほか全国瞬時警報シス

テム（Jアラート）、緊急情報ネットワーク（Em-Net）により国からの情報を速やかに把握す

る。

兵庫県国民保護計画

及び西宮市地域防災

計画の表現に合わせ

た変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-8

第１章　組織・体制の整備等

第４節　通信の確保

３　情報通信機器等の活用

【緊急非常時利用可能通信施設】

第１章　組織・体制の整備等

第４節　通信の確保

３　情報通信機器等の活用

【緊急非常時利用可能通信施設】

時点更新

1 警察通信設備 12 各高速道路会社無線通信設備 

2 海上保安庁通信設備 13 関西電力通信設備 

3 国土交通省通信設備 14 大阪ガス無線通信設備 

4 気象庁通信設備 15 各私鉄通信設備 

5 総務省無線通信設備（電気通信監理
局） 

16 国際電電無線通信設備 

6 国土交通省無線通信設備 17 日本通運無線通信設備 

7 法務省無線通信設備 18 各漁業無線局 

8 西日本電信電話(株)無線通信設備 19 アマチュア無線局 

9 ＪＲ通信設備 20 ＮＨＫ、各民放、新聞社の無線通信
設備 

10 県無線通信設備 21 各タクシー会社の無線通信設備 

 

31－14



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-9

第１章　組織・体制の整備等

第４節　通信の確保

３　情報通信機器等の活用

【有線施設不通の場合における防災情報ネットワーク　イメージ図】

第１章　組織・体制の整備等

第４節　通信の確保

３　情報通信機器等の活用

【有線施設不通の場合における防災情報ネットワーク　イメージ図】

兵庫県国民保護計画

及び西宮市地域防災

計画の表現に合わせ

た変更

表現の変更

名称の変更

31－15



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-10

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

１　基本的考え方

（２）体制の整備に当たっての留意事項

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

１　基本的考え方

（２）体制の整備に当たっての留意事項

表現の精査

2-11

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

２　警報等の伝達に必要な準備

（１）警報の伝達体制の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐９　災害関係機関所在地・電話一覧］

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

２　警報等の伝達に必要な準備

（１）警報の伝達体制の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐９‐１　所在地・連絡窓口一覧］

項目名・項目番号の

変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-11

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

２　警報等の伝達に必要な準備

（２）防災行政無線の活用

　市は、同報系防災行政無線(防災スピーカー)親局に全国瞬時警報システム(J-ALERT)を連動

させることにより、武力攻撃事態等における迅速な警報等の内容の伝達に努める。

【全国瞬時警報システム(J-ALERT)】

　対処に時間的余裕のない弾道ミサイル攻撃に係る警報や自然災害における緊急地震速報、津

波警報等を住民に瞬時かつ確実に伝達するため、国が衛星通信ネットワークを通じて直接市町

村の同報系防災行政無線を起動し、サイレン吹鳴等を行うシステム。

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

２　警報等の伝達に必要な準備

（２）防災行政無線の活用

　市は、防災行政無線(デジタル同報系)親局に全国瞬時警報システム(Jアラート)を連動させる

ことにより、武力攻撃事態等における迅速な警報等の内容の伝達に努める。

【全国瞬時警報システム(Jアラート)】

　対処に時間的余裕のない弾道ミサイル攻撃に係る警報や自然災害における緊急地震速報、津

波警報等を住民に瞬時かつ確実に伝達するため、国が衛星通信ネットワークを通じて直接市町

村の防災行政無線（同報系）を起動し、サイレン吹鳴等を行うシステム。

表現の精査

兵庫県国民保護計画

及び西宮市地域防災

計画の表現に合わせ

た変更

2-11

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

２　警報等の伝達に必要な準備

（３）市民に対する情報伝達手段の整備

　市は、市民に対する情報伝達手段として、市ホームページ、ＣＡＴＶ、コミュニティＦＭ放

送、携帯サイト、SNS等のメディアを活用したり、アマチュア無線等の情報ボランティアの協

力を得るなどして、多様な通信連絡手段の整備充実に努める。

　また、パソコンや携帯電話のメール機能を利用し、災害時等に緊急情報（地震情報、津波情

報等）や避難情報を発信する「にしのみや防災ネット」についても、武力攻撃事態等において

これを活用し、市民への適切な情報伝達に努める。

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

２　警報等の伝達に必要な準備

（３）市民に対する情報伝達手段の整備

　市は、市民に対する情報伝達手段として、市ホームページや防災ポータルサイト、ケーブル

テレビ、コミュニティＦＭ放送、SNS等のメディアを活用したり、アマチュア無線等の情報ボ

ランティアの協力を得たりするなどして、多様な通信連絡手段の整備充実に努める。

　また、メール機能を利用し、災害時等に緊急情報（地震情報、津波情報等）や避難情報を発

信するにしのみや防災ネットについても、武力攻撃事態等においてこれを活用し、市民への適

切な情報伝達に努める。

事業進捗による変更

表現の変更

表現の精査
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-14

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

５　被災者支援システムの整備

（１）被災者支援システムの整備

【被災者支援システム導入・運用フロー】

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

５　被災者支援システムの整備

（１）被災者支援システムの整備

【被災者支援システム導入・運用フロー】

表現の変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-14 （新規）

第１章　組織・体制の整備等

第５節　情報収集・提供等の体制整備

６　防災情報システムの整備強化

　武力攻撃事態等には、同時期にあらゆる災害情報を収集し、正確かつ迅速に処理したうえ

で、必要な情報を関係機関、各部署や市民へ配信しなければならない。

　さらに、迅速かつ的確な災害対応を実施し、市民の安全を確保するためには、これらの情報

収集、処理、配信などによる「情報共有」が最も重要な業務である。

　導入した防災情報システムを活用し、情報共有の強化を図るとともに、システムの機能強化

と習熟訓練に努める。

事業進捗による変更

2-15

第１章　組織・体制の整備等

第６節　研修及び訓練

１　研修

（２）職員等の研修機会の確保

※【国民保護ポータルサイト】

http://www.kokuminhogo.go.jp/

※【総務省消防庁ホームページ】

http://www.fdma.go.jp/

第１章　組織・体制の整備等

第６節　研修及び訓練

１　研修

（２）職員等の研修機会の確保

※【国民保護ポータルサイト】

https://www.kokuminhogo.go.jp/

※【総務省消防庁ホームページ】

https://www.fdma.go.jp/

時点更新

2-15

第１章　組織・体制の整備等

第６節　研修及び訓練

２　訓練（法42）

（１）市における訓練の実施

　訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、防災訓練におけるシナリオ作成等、既存

のノウハウを活用するとともに、県警察、自衛隊、海上保安署等との連携を図る。

第１章　組織・体制の整備等

第６節　研修及び訓練

２　訓練（法42）

（１）市における訓練の実施

　訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、防災訓練におけるシナリオ作成等、既存

のノウハウを活用するとともに、県警察、自衛隊、海上保安署等との連携による、ＮＢＣ攻撃

等により発生する武力攻撃災害への対応訓練、広域にわたる避難訓練、地下への避難訓練等武

力攻撃事態等に特有な訓練等について、人口密集地を含む様々な場所や想定で行うとともに、

実際に資機材や様々な情報伝達手段を用いるなど実践的なものとするよう努める。

国の基本指針の変更

及び兵庫県国民保護

計画の変更に伴う変

更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-17

第２章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

１　避難に関する基本的事項

（１）基礎的資料の収集

※【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料（例）】

第２章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

１　避難に関する基本的事項

（１）基礎的資料の収集

※【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料（例）】

地域安心ネットワー

クの廃止に伴う変更

 ○ 住宅地図 

 （※ 人口分布、世帯数、昼夜別の人口のデータ） 

 ○ 区域内の道路網のリスト 

 （※ 避難経路として想定される高速道路、国道、県道、市道等の道路のリスト） 

 ○ 輸送力のリスト 

 （※ 鉄道、バス、船舶等の運送事業者や公共交通機関の保有する輸送力のデータ） 

 （※ 鉄道網やバス網、保有車両数などのデータ） 

 ○ 避難施設のリスト（データベース策定後は、当該データベース） 

 （※ 避難住民の収容能力や屋内外の別についてのリスト） 

 ○ 備蓄物資、調達可能物資のリスト 

 （※ 備蓄物資の所在地、数量、区域内の主要な民間事業者のリスト） 

 ○ 生活関連等施設等のリスト 

 （※ 避難住民の誘導に影響を与えかねない一定規模以上のもの） 

 ○ 関係機関（国、県、民間事業者等）の連絡先一覧、協定 

 （※ 特に、地図や各種のデータ等は、市対策本部におけるテレビの 

 大画面上にディスプレーできるようにしておくことが望ましい。） 

 ○ 町内会・自治会、自主防災組織等の連絡先等一覧 

 （※ 代表者及びその代理の者の自宅の住所、連絡先等） 

 ○ 消防機関のリスト 

 （※ 消防本部・署の所在地等の一覧、消防団長の連絡先） 

 （※ 消防機関の装備資機材のリスト） 

 ○ 地域安心ネットワークシステム 

 

 ○ 住宅地図 

 （※ 人口分布、世帯数、昼夜別の人口のデータ） 

 ○ 区域内の道路網のリスト 

 （※ 避難経路として想定される高速道路、国道、県道、市道等の道路のリスト） 

 ○ 輸送力のリスト 

 （※ 鉄道、バス、船舶等の運送事業者や公共交通機関の保有する輸送力のデータ） 

 （※ 鉄道網やバス網、保有車両数などのデータ） 

 ○ 避難施設のリスト（データベース策定後は、当該データベース） 

 （※ 避難住民の収容能力や屋内外の別についてのリスト） 

 ○ 備蓄物資、調達可能物資のリスト 

 （※ 備蓄物資の所在地、数量、区域内の主要な民間事業者のリスト） 

 ○ 生活関連等施設等のリスト 

 （※ 避難住民の誘導に影響を与えかねない一定規模以上のもの） 

 ○ 関係機関（国、県、民間事業者等）の連絡先一覧、協定 

 （※ 特に、地図や各種のデータ等は、市対策本部におけるテレビの 

 大画面上にディスプレーできるようにしておくことが望ましい。） 

 ○ 町内会・自治会、自主防災組織等の連絡先等一覧 

 （※ 代表者及びその代理の者の自宅の住所、連絡先等） 

 ○ 消防機関のリスト 

 （※ 消防本部・署の所在地等の一覧、消防団長の連絡先） 

 （※ 消防機関の装備資機材のリスト） 

○ 避難行動要支援者名簿 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-18

第２章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

１　避難に関する基本的事項

（３）高齢者、障害のある人などへの配慮

①　地域安心ネットワークシステムの活用

　市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害のある人など自ら避難することが困難な

者の避難について、自然災害時への対応として作成している地域安心ネットワークシステムを

活用しつつ、災害時要援護者の避難対策を講じる。

第２章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

１　避難に関する基本的事項

（３）高齢者、障害のある人、外国人などへの配慮

①　避難行動要支援者名簿の活用

　市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害のある人など自ら避難することが困難な

者の避難について、自然災害時への対応として作成している避難行動要支援者名簿を活用しつ

つ、要配慮者の避難対策を講じる。

兵庫県国民保護計画

の表現に合わせた変

更

国の基本指針の変更

に伴う変更

地域安心ネットワー

クの廃止に伴う変更

※地域安心ネットワークシステム

　民生委員・児童委員の協力を得て本人の身体や家族の状況等についての登録を受け付け、そ

の内容を記録した「地域安心ネットワークシステム」の情報により、武力攻撃、火災、震災、

風水害等の各種災害が発生した場合に、災害現場周辺や災害地域内における要援護高齢者等の

災害時要援護者の所在を、地図情報と共に正確に把握し迅速な救助活動等に役立てる。

②　高齢者、障害のある人などの日常的把握

　市は、自らが管理する病院及び社会福祉施設等における入院患者数及び利用者数を把握する

とともに、民間が管理する病院等についても、関係団体の協力を得ながら、これらの把握に努

める。

　また、個人情報の取扱いに注意しつつ、西宮市社会福祉協議会、民生委員・児童委員、ケア

マネジャー、自主防災組織、ボランティア、自治会等の協力を得て、地域安心ネットワークを

充実させる事で、高齢者、障害のある人などの状況を把握し、地域コミュニティが一体となっ

て武力攻撃事態等発生時に迅速な対応ができるよう、体制整備に努める。

※避難行動要支援者名簿

　関係部局が把握している要介護者や障害者等の情報をもとに作成した「避難行動要支援者名

簿」の情報により、武力攻撃、火災、震災、風水害等の各種災害が発生した場合に、災害現場

周辺や災害地域内における避難行動要配慮者の所在を、正確に把握し迅速な避難誘導及び救助

活動等に役立てる。

②　高齢者、障害のある人などの日常的把握

　市は、自らが管理する病院及び社会福祉施設等における入院患者数及び利用者数を把握する

とともに、民間が管理する病院等についても、関係団体の協力を得ながら、これらの把握に努

める。

　また、個人情報の取扱いに注意しつつ、西宮市社会福祉協議会、民生委員・児童委員、ケア

マネジャー、自主防災組織、ボランティア、自治会等の協力を得て、避難行動要支援者名簿を

充実させる事で、高齢者、障害のある人などの状況を把握し、地域コミュニティが一体となっ

て武力攻撃事態等発生時に迅速な対応ができるよう、体制整備に努める。
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-20

第２章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

４　運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等

（３）ヘリコプター臨時離着陸場適地の活用等

　　　　　　　　　　　　　　　[資料２-６-９　ヘリコプター臨時離着陸場適地一覧]

第２章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

４　運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等

（３）ヘリコプター臨時離着陸場適地の活用等

　　　　　　　　　　　　　　　[資料２-６-８　ヘリコプター臨時離着陸場適地一覧]

項目番号の変更

2-20

第２章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

６　避難施設の指定への協力

　市は、県が行う避難施設の指定に際しては、必要な情報の提供や施設管理者の同意の取得な

どについて県に協力するとともに、県が指定した避難施設に関する情報を、避難施設データ

ベース等により共有し、県と連携して市民に周知する。

第２章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

６　避難施設の指定への協力

　市は、県が行う避難施設の指定に際しては、施設の収容人数、構造、保有設備等の必要な情

報の提供や施設管理者の同意の取得などについて県に協力するとともに、県が指定した避難施

設に関する情報を、避難施設データベース等により共有し、県と連携して市民に周知する。

消防庁の通知に合わ

せた変更

2-22

第３章　物資及び資材の備蓄、整備

１　市における備蓄

（１）防災のための備蓄との関係

①　飲料水等の備蓄

ア　行政備蓄

　耐震性貯水槽等を地域バランスに配慮して整備する。

イ　個人備蓄

　各家庭において、災害に備えて最低７日分の飲料水を備蓄し、生活用水として浴槽等に貯水

することに努める。

ウ　流通備蓄

　災害発生時に、迅速かつ安定した物資を供給できる事業者と協定を締結し、飲料水の確保を

図る。

②　食品及び生活必需品等の備蓄

ア　行政備蓄

第３章　物資及び資材の備蓄、整備

１　市における備蓄

（１）防災のための備蓄との関係

①　飲料水等の備蓄

ア　行政備蓄

　耐震性貯水槽等を地域バランスに配慮して整備する。

イ　個人備蓄

　各家庭において、災害に備えて最低3日間、可能な限り１週間分程度の飲料水を備蓄し、生

活用水として浴槽等に貯水することに努める。

ウ　流通備蓄

　災害発生時に、迅速かつ安定した物資を供給できる事業者と協定を締結し、飲料水の確保を

図る。

②　食品及び生活必需品等の備蓄

ア　行政備蓄

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

（Ⅰ）非常用食品として、上町断層帯地震及び南海トラフ巨大地震の被害想定結果に基づき、

３日分約19万食を目安として備蓄する。

（Ⅱ）小中学校の余裕教室等を利用した地区防災ブロック毎の備蓄庫に被災者の被災直後の生

活に必要な食品及び生活必需品を備蓄する。

（Ⅲ）災害応急活動の拠点となる地域防災拠点（中央運動公園、津門中央公園等）に備蓄庫を

整備し、市全体の災害応急対策活動に必要な食品、生活必需品及び資機材を備蓄する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐１　備蓄庫及び備蓄一覧表］

　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐３　資器材倉庫（水防倉庫）一覧］

イ　個人備蓄

　各家庭においては、災害に備えて最低７日分の食品及び生活必需品（特殊栄養食品等を含

む。）の備蓄に努める。

ウ　流通備蓄

　災害発生時に、迅速かつ安定した物資を供給できる事業者との協定を締結し、食品及び生活

必需品の確保を図る。

（Ⅰ）上町断層帯地震及び南海トラフ地震の被害想定結果に基づき、３日分の非常用食品を目

安として備蓄する。

（Ⅱ）小中学校の余裕教室等を利用した地区防災ブロック毎の備蓄庫に被災者の被災直後の生

活に必要な食品及び生活必需品を備蓄する。

（Ⅲ）災害応急活動の拠点となる地域防災拠点（中央運動公園、津門中央公園等）に備蓄庫を

整備し、市全体の災害応急対策活動に必要な食品、生活必需品及び資機材を備蓄する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐１　備蓄庫及び備蓄一覧表］

　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐３　資器材倉庫（水防倉庫）一覧］

イ　個人備蓄

　各家庭においては、災害に備えて最低3日間、可能な限り１週間分程度の食品及び生活必需

品（特殊栄養食品等を含む。）の備蓄に努める。

ウ　流通備蓄

　災害発生時に、迅速かつ安定した物資を供給できる事業者との協定を締結し、食品及び生活

必需品の確保を図る。

2-23

第３章　物資及び資材の備蓄、整備

１　市における備蓄

（１）防災のための備蓄との関係

③　防災用資機材の備蓄

ア　自主防災組織に対して、防災用資機材を寄託する。

イ　地域防災拠点等に災害応急活動に必要な資機材を備蓄する。

④　防疫、衛生用資機材の備蓄

　衛生部倉庫に仮設トイレの消毒用薬剤やその他感染症予防のための薬剤など防疫、衛生用資

機材を備蓄する。また、組立式仮設トイレを津門中央公園及び地区防災ブロックの備蓄庫に合

計68台配備する。

　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐２　防疫・衛生用資機材（トイレ等）一覧］

第３章　物資及び資材の備蓄、整備

１　市における備蓄

（１）防災のための備蓄との関係

③　防災用資機材の備蓄

ア　自主防災組織に対して、防災用資機材を支給する。

イ　地域防災拠点等に災害応急活動に必要な資機材を備蓄する。

④　防疫、衛生用資機材の備蓄

　所管局において仮設トイレの消毒用薬剤やその他感染症予防のための薬剤など防疫、衛生用

資機材を備蓄する。また、津門中央公園及び地区防災ブロックの備蓄庫において、組立式仮設

トイレを配備する。

　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐２　防疫・衛生用資機材（トイレ等）一覧］

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

表現の精査

組織改編に伴う変更

⑤　備蓄品の管理

　備蓄品の点検は各担当局において定期的に実施し、適宜補充・更新する。また、その結果を

防災危機管理局へ報告する。

⑤　備蓄品の管理

　備蓄品の点検は各担当局において定期的に実施し、適宜補充・更新する。また、その結果を

危機管理室へ報告する。
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第２編　平素からの備え

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

2-26

第４章　啓発

２　武力攻撃事態等において市民がとるべき行動等に関する啓発

（２）武力攻撃の類型による対処

　市は、弾道ミサイル攻撃の場合や地域においてテロが発生した場合などに市民がとるべき対

処についても、国が作成する各種資料を防災に関する行動マニュアルなどと併せて活用しなが

ら、市民に対し周知するよう努める。

第４章　啓発

２　武力攻撃事態等において市民がとるべき行動等に関する啓発

（２）武力攻撃の類型による対処

　市は、弾道ミサイルの飛来時における全国瞬時警報システム（Jアラート）による情報伝達

及びとるべき避難行動や、地域においてテロが発生した場合などに市民がとるべき対処につい

ても、国が作成する各種資料を防災に関する行動マニュアルなどと併せて活用しながら、市民

に対し平素から周知するよう努める。

国の基本指針の変更

及び兵庫県国民保護

計画の変更に伴う変

更

2-26

第４章　啓発

２　武力攻撃事態等において市民がとるべき行動等に関する啓発

（４）事業所等に対する啓発

　平日昼間に事態が発生した場合は、各事業所単位で適切な行動をとる必要があることから、

市は、県と連携して各事業所等に対する啓発にも努める

第４章　啓発

２　武力攻撃事態等において市民がとるべき行動等に関する啓発

（４）事業所等に対する啓発

平日昼間に事態が発生した場合は、各事業所単位で適切な行動をとる必要があることから、市

は、県と連携して各事業所等に対する啓発にも努める。

表現の変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-1

第１章　初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

　多数の死傷者が発生したり、建造物が破壊される等の具体的な被害が発生した場合には、当

初、その被害の原因が明らかではないことも多いと考えられ、市は、 武力攻撃事態等や緊急対

処事態の認定が行われる前の段階においても、市民の生命、身体及び財産の保護のために、現

場において初動的な被害への対処が必要となる。

第１章　初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

　建造物の爆発等の具体的な被害や多数の死傷者が発生した場合には、当初、その被害の原因

が明らかではないことも多いと考えられ、市は、 武力攻撃事態等や緊急対処事態の認定が行わ

れる前の段階においても、市民の生命、身体及び財産の保護のために、現場において初動的な

被害への対処が必要となる。

表現の変更

3-1

第１章　初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

１　国民保護警戒本部等の設置

（１）国民保護連絡会議

②　設置手順

ア　事務局は、構成員に対し参集の連絡を行う。

イ　設置場所は、原則として、本庁舎４４２会議室とする。

ウ　国民保護連絡会議の設置その他本市の対応状況について、県をはじめ関係機関に連絡す

る。

第１章　初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

１　国民保護警戒本部等の設置

（１）国民保護連絡会議

②　設置手順

ア　事務局は、構成員に対し参集の連絡を行う。

イ　設置場所は、原則として、第二庁舎（危機管理センター）４階対策本部室とする。

ウ　国民保護連絡会議の設置その他本市の対応状況について、県をはじめ関係機関に連絡す

る。

第二庁舎（危機管理

センター）整備に伴

う変更

3-2

第１章　初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

１　国民保護警戒本部等の設置

（１）国民保護連絡会議

③　組織構成

第１章　初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

１　国民保護警戒本部等の設置

（１）国民保護連絡会議

③　組織構成

組織改編に伴う変更
議 長 危機管理監 

構成員 
政策調整会議の構成に準じる（だだし、市長は除く） 

※庁議設置規程（平成 15 年西宮市訓令第 6 号）第７条（構成） 

事務局 防災危機管理局 防災総括室 災害対策課 

 

議 長 危機管理監 

構成員 
政策調整会議の構成に準じる（だだし、市長は除く） 

※庁議設置規程（平成 15 年西宮市訓令第 6 号）第７条（構成） 

事務局 総務局 危機管理室 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-2

第１章　初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

１　国民保護警戒本部等の設置

（２）国民保護警戒本部

②　設置手順

　「第２章１節１項　市対策本部の設置の手順」に準じて行う。

③　組織構成及び機能

　「第２章１節３項　市対策本部の組織構成及び機能」に準じて行う。

④　組織運営

　「第２章１節４項　市対策本部の組織運営」に準じて行う。

第１章　初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

１　国民保護警戒本部等の設置

（２）国民保護警戒本部

②　設置手順

　「第３編第２章第１項第１号　市対策本部の設置の手順」に準じて行う。

③　組織構成及び機能

　「第３編第２章第１項第３号　市対策本部の組織構成及び機能」に準じて行う。

④　組織運営

　「第３編第２章第１項第４号　市対策本部の組織運営」に準じて行う。

表現の変更

⑤　対処の内容

ア　関係機関を通じて当該事案にかかる情報収集に努め、国、県、関係する指定公共機関、指

定地方公共機関等の関係機関に対して迅速に情報提供を行うとともに、当該本部を設置した旨

について、県に連絡を行う。

イ　消防局に対しては、通信を確保のうえ迅速な情報の収集及び提供を行うとともに、必要な

指示を行う。

ウ　消防は、災害現場において、情報収集を実施し、安全に配慮した活動を実施するととも

に、著しい被害拡大の恐れや消防活動上必要に応じ、消防法に基づく火災警戒区域又は消防警

戒区域を設定する。市は、必要により災害対策基本法に基づき、避難の指示、警戒区域を設定

し救急救助活動等の応急措置を行う。

また、警察官職務執行法に基づき、警察官が行う避難の指示、警戒区域の設定が円滑になされ

るよう、緊密な連携を図る。

エ　事態認定後においては、必要に応じて、国民保護法に基づく退避の指示、警戒区域の設定

等の措置を行うほか、対策本部を設置すべき市の指定の要請を行う。

オ　事案に伴い発生した災害への対処に関して、必要があると認めるときは、県や他の市町等

に対し支援を要請する。

カ　「第２章１節３項３号　市対各局の事務分掌」に準じて初動の業務を行う。

⑤　対処の内容

ア　関係機関を通じて当該事案にかかる情報収集に努め、国、県、関係する指定公共機関、指

定地方公共機関等の関係機関に対して迅速に情報提供を行うとともに、当該本部を設置した旨

について、県に連絡を行う。

イ　消防局に対しては、通信を確保のうえ迅速な情報の収集及び提供を行うとともに、必要な

指示を行う。

ウ　消防は、災害現場において、情報収集を実施し、安全に配慮した活動を実施するととも

に、著しい被害拡大の恐れや消防活動上必要に応じ、消防法に基づく火災警戒区域又は消防警

戒区域を設定する。市は、必要により災害対策基本法に基づき、避難の指示、警戒区域を設定

し救急救助活動等の応急措置を行う。

また、警察官職務執行法に基づき、警察官が行う避難の指示、警戒区域の設定が円滑になされ

るよう、緊密な連携を図る。

エ　事態認定後においては、必要に応じて、国民保護法に基づく退避の指示、警戒区域の設定

等の措置を行うほか、対策本部を設置すべき市の指定の要請を行う。

オ　事案に伴い発生した災害への対処に関して、必要があると認めるときは、県や他の市町等

に対し支援を要請する。

カ　「第３編第２章第１項第３号　③市対各局の事務分掌」に準じて初動の業務を行う。

31－26



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-5

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（１）市対策本部の設置の手順

④　市対策本部の開設

　市対策本部担当者は、本庁舎４４２会議室に市対策本部を開設するとともに、市対策本部に

必要な各種通信システムの起動、資機材の配置等必要な準備を開始する。（特に、関係機関が

相互に電話、ＦＡＸ、電子メール等を用いることにより、通信手段の状態を確認。）

　市長は、市対策本部を設置したときは、市議会に市対策本部を設置した旨を連絡する。

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（１）市対策本部の設置の手順

④　市対策本部の開設

　市対策本部担当者は、第二庁舎（危機管理センター）４階対策本部室に市対策本部を開設す

るとともに、市対策本部に必要な各種通信システムの起動、資機材の配置等必要な準備を開始

する。（特に、関係機関が相互に電話、ＦＡＸ、メール等を用いることにより、通信手段の状

態を確認。）

　市長は、市対策本部を設置したときは、市議会に市対策本部を設置した旨を連絡する。

第二庁舎（危機管理

センター）整備に伴

う変更

表現の変更

項目名・項目番号の

変更

⑤　交代要員等の確保

　市は、防災に関する体制を活用しつつ、職員の配置、食料、燃料等の備蓄、自家発電設備及

び仮眠設備の確保等を行う。

⑥　本部の代替機能の確保

　市は、被災等により本庁舎が使用できなくなった場合は、「災害対策本部等の代替施設」の

中から、耐震性・災害危険度・その他の機能等から総合的に判断して代替施設を選定し、市対

策本部を設置する。

　また、市区域外への避難が必要で、市の区域内に市対策本部を設置することができない場合

には、知事と市対策本部の設置場所について協議を行う。

　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐11　災害対策本部等の代替施設一覧］

⑤　交代要員等の確保

　市は、防災に関する体制を活用しつつ、職員の配置、食料、燃料等の備蓄、自家発電設備及

び仮眠設備の確保等を行う。

⑥　本部の代替機能の確保

　市は、被災等により第二庁舎が使用できなくなった場合は、「災害対策本部等の代替施設一

覧」の中から、耐震性・災害危険度・その他の機能等から総合的に判断して代替施設を選定

し、市対策本部を設置する。

　また、市区域外への避難が必要で、市の区域内に市対策本部を設置することができない場合

には、知事と市対策本部の設置場所について協議を行う。

　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐10　災害対策本部等の代替施設一覧］
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-6

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（３）市対策本部の組織構成及び機能（法28）

①　組織構成

　本部の組織は、次の「市対策本部の構成員」及び「西宮市国民保護対策本部の組織図」のと

おりとする。また、各市対局は、災害の発生状況及び災害の経過等に伴って、他局と協力して

対策にあたる。

　なお、対策本部組織における役割分担と責任体制の明確化を図るため、対策本部組織におけ

る事務分掌は時間経過に対応する具体的内容を定め、また、各担当の責任者及び次順位の責任

者を予め指定し、組織区分は平常時の組織に対応した局部制を基本とする。

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（３）市対策本部の組織構成及び機能（法28）

①　組織構成

　本部の組織は、次の「市対策本部の構成員」及び「西宮市国民保護対策本部の組織図」のと

おりとする。また、各市対局は、災害の発生状況及び災害の経過等に伴って、他局と協力して

対策にあたる。

　なお、対策本部組織における役割分担と責任体制の明確化を図るため、対策本部組織におけ

る事務分掌は時間経過に対応する具体的内容を定め、また、各担当の責任者及び次順位の責任

者を予め指定し、組織区分は平常時の組織に対応した部局制を基本とする。

表現の変更

3-7

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（３）市対策本部の組織構成及び機能（法28）

【西宮市国民保護対策本部の組織図】

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（３）市対策本部の組織構成及び機能（法28）

【西宮市国民保護対策本部の組織図】

組織改編に伴う変更

 

  市対統制局 総括部（防災総括室長） 

  防災危機管理局長 

危機管理顧問 

    

  市対政策局 総括部（政策総括室長） 
広報・広聴部（市長室長） 
財政部（財政部長） 

施設マネジメント部（施設マネジメント部長） 
（協力機関）西宮市国際交流協会 

（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部除く） 

  政策局長 

政策局担当理事 

    

  市対総務局 総括部（総務総括室長） 
動員・ボランティア部（人事部長） 
管財部（管財部長） 

家屋等調査部（税務部長） 
システム部（情報管理部長） 
（協力機関）西宮市土地開発公社 

  総務局長 

総務局担当理事 

    

  市対市民局 総括部（市民総括室長） 
市民対応部（市民部長）※ 
応援部（人権推進部長）※ 

  市民局長 

    

  市対物資局 総括部（産業文化総括室長）※ 
物資管理部（産業部長）※ 
物資供給部（文化スポーツ部長）※ 

（協力機関）西宮市文化振興財団 

  産業文化局長 

    

  市対福祉局 総括部（福祉総括室長） 
福祉部（福祉部長） 

生活支援部（生活支援部長） 
（協力機関）西宮市社会福祉協議会 

（協力機関）西宮市社会福祉事業団 

  健康福祉局長 

    

  市対保健医療局 総括部（保健所副所長） 

  保健所長 
    

  市対こども支援局 総括部（子供支援総括室長） 
子育て支援部（子育て支援部長） 
子育て事業部（子育て事業部長） 

こども未来部（こども未来部長） 

  こども支援局長 

    

  市対衛生局 総括部（環境総括室長） 
衛生事業部（環境事業部長） 

衛生施設部（環境施設部長） 
（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部のみ） 

  環境局長 

    

  市対第一技術局 総括部（都市総括室長） 

第一応急対策部（都市計画部長） 
第二応急対策部（建築・開発指導部長） 
市営住宅部（住宅部長） 

  都市局長 

    

  市対第二技術局 総括部（土木総括室長） 
第三応急対策部（道路部長、公園緑化部長） 
第四応急対策部（営繕部長） 

  土木局長 

    

  市対病院局 総括部（管理部長、病院改革担当部長） 

  中央病院事務局長 

    

  市対給水技術局 総括部（上下水道総括室長） 
水道工務部（水道工務部長） 

水道施設部（水道施設部長） 
第五応急対策部（下水道部長） 

  上下水道局次長 

    

  市対避難局 総括部（教育総括室長） 

第一避難部（社会教育部長） 
第二避難部（監査事務局長、選挙管理委員会事務局
長） 

第三避難部（コミュニティ推進部長）※ 
第四避難部（学校改革部長、学校教育部長） 
（協力機関）西宮スポーツセンター 

  両教育次長 

    

  市対消防公安局 総括部（警防部長） 
総務部（総務部長） 
西宮消防署（西宮消防署長） 

鳴尾消防署（鳴尾消防署長） 
瓦木消防署（瓦木消防署長） 
北消防署（北消防署長） 

消防団（副団長） 

  消防局長 

消防団長 

    

  市対議会担当局 総括部（議会事務局次長） 

  議会事務局長 

    

  市対会計局 総括部（会計室長） 

  会計室長 

    

 

注） 「※」の部は、複数の担当部局で構成している。詳細は、別紙「災害対策本部組織図」に準じる。 

 

  市対統制局  
危機管理部（危機管理室長） 

  

  

危機管理室長 

危機管理顧問 

   

  市対総務局 総括部（総務総括室長） 
動員・ボランティア部（人事部長） 

システム部（デジタル推進部長） 
  総務局長 

    

  市対政策局 総括部（政策総括室長） 
広報・広聴部（市長室長） 

（協力機関）西宮市国際交流協会 

（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部除く） 

  政策局長 

政策局担当理事 

    

  市対財務局 総括部（財務総括室長） 

家屋等調査部（税務部長） 
資産管理部（資産管理部長） 
（協力機関）西宮市土地開発公社 

  財務局長 

 

    

  市対市民局 総括部（市民総括室長） 
市民対応部（市民部長） 
応援部（人権推進部長） 

  市民局長 

    

  市対物資局 総括部（産業文化総括室長）※ 
第一物資供給管理部（文化スポーツ部長） 
第二物資供給管理部（産業部長） 

（協力機関）西宮市文化振興財団 

  産業文化局長 

    

  市対福祉局 総括部（福祉総括室長） 
福祉部（福祉部長） 

生活支援部（生活支援部長） 
（協力機関）西宮市社会福祉協議会 

（協力機関）西宮市社会福祉事業団 

  健康福祉局長 

    

  市対保健医療局 総括部 
（保健所副所長、新型コロナウイルス感染症対策室長） 

  保健所長 
    

  市対こども支援局 総括部（子供支援総括室長） 
子育て支援部（子育て支援部長） 

子育て事業部（子育て事業部長） 
こども未来部（こども未来部長） 

  こども支援局長 

    

  市対衛生局 総括部（環境総括室長） 

衛生事業部（環境事業部長） 
衛生施設部（環境施設部長） 
（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部のみ） 

  環境局長 

    

  市対第一技術局 総括部（都市総括室長） 
第一応急対策部（都市計画部長） 
第二応急対策部（建築・開発指導部長） 

市営住宅部（住宅部長） 

  都市局長 

    

  市対第二技術局 総括部（土木総括室長） 
第三応急対策部 

（臨海対策部長、道路部長、公園緑化部長） 
第四応急対策部（営繕部長） 

  土木局長 

    

  市対病院局 総括部（管理部長、病院改革担当部長） 

  中央病院事務局長 

    

  市対給水技術局 総括部（上下水道総括室長） 

水道工務部（水道工務部長） 
水道施設部（水道施設部長） 
第五応急対策部（下水道部長） 

  上下水道局次長 

    

  市対避難局 総括部[第一避難部] 
（教育総括室長、監査事務局長、選挙管理委員会事務局長）※ 

第二避難部（学校支援部長、学校教育部長） 

第三避難部（コミュニティ推進部長）※ 
第四避難部（生涯学習部長） 
（協力機関）西宮スポーツセンター 

  両教育次長 

    

  市対消防公安局 総括部（警防部長） 
総務部（総務部長） 
西宮消防署（西宮消防署長） 

鳴尾消防署（鳴尾消防署長） 
瓦木消防署（瓦木消防署長） 
北消防署（北消防署長） 

消防団（副団長） 

  消防局長 

消防団長 

    

  市対議会担当局 総括部（議会事務局次長） 

  議会事務局長 

    

  市対会計局 総括部（会計室長） 

  会計室長 

注） 「※」の部は、複数の担当部局で構成している。 

 

副本部長 

（危機管理監） 

副本部長 

（副市長） 

本部長付 

（教育長） 

（上下水道事業管理者） 

（病院事業管理者） 

（消防団長） 

本部長 

（市長） 
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  市対統制局 総括部（防災総括室長） 

  防災危機管理局長 

危機管理顧問 

    

  市対政策局 総括部（政策総括室長） 
広報・広聴部（市長室長） 
財政部（財政部長） 

施設マネジメント部（施設マネジメント部長） 
（協力機関）西宮市国際交流協会 

（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部除く） 

  政策局長 

政策局担当理事 

    

  市対総務局 総括部（総務総括室長） 
動員・ボランティア部（人事部長） 
管財部（管財部長） 

家屋等調査部（税務部長） 
システム部（情報管理部長） 
（協力機関）西宮市土地開発公社 

  総務局長 

総務局担当理事 

    

  市対市民局 総括部（市民総括室長） 
市民対応部（市民部長）※ 
応援部（人権推進部長）※ 

  市民局長 

    

  市対物資局 総括部（産業文化総括室長）※ 
物資管理部（産業部長）※ 
物資供給部（文化スポーツ部長）※ 

（協力機関）西宮市文化振興財団 

  産業文化局長 

    

  市対福祉局 総括部（福祉総括室長） 
福祉部（福祉部長） 

生活支援部（生活支援部長） 
（協力機関）西宮市社会福祉協議会 

（協力機関）西宮市社会福祉事業団 

  健康福祉局長 

    

  市対保健医療局 総括部（保健所副所長） 

  保健所長 
    

  市対こども支援局 総括部（子供支援総括室長） 
子育て支援部（子育て支援部長） 
子育て事業部（子育て事業部長） 

こども未来部（こども未来部長） 

  こども支援局長 

    

  市対衛生局 総括部（環境総括室長） 
衛生事業部（環境事業部長） 

衛生施設部（環境施設部長） 
（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部のみ） 

  環境局長 

    

  市対第一技術局 総括部（都市総括室長） 

第一応急対策部（都市計画部長） 
第二応急対策部（建築・開発指導部長） 
市営住宅部（住宅部長） 

  都市局長 

    

  市対第二技術局 総括部（土木総括室長） 
第三応急対策部（道路部長、公園緑化部長） 
第四応急対策部（営繕部長） 

  土木局長 

    

  市対病院局 総括部（管理部長、病院改革担当部長） 

  中央病院事務局長 

    

  市対給水技術局 総括部（上下水道総括室長） 
水道工務部（水道工務部長） 

水道施設部（水道施設部長） 
第五応急対策部（下水道部長） 

  上下水道局次長 

    

  市対避難局 総括部（教育総括室長） 

第一避難部（社会教育部長） 
第二避難部（監査事務局長、選挙管理委員会事務局
長） 

第三避難部（コミュニティ推進部長）※ 
第四避難部（学校改革部長、学校教育部長） 
（協力機関）西宮スポーツセンター 

  両教育次長 

    

  市対消防公安局 総括部（警防部長） 
総務部（総務部長） 
西宮消防署（西宮消防署長） 

鳴尾消防署（鳴尾消防署長） 
瓦木消防署（瓦木消防署長） 
北消防署（北消防署長） 

消防団（副団長） 

  消防局長 

消防団長 

    

  市対議会担当局 総括部（議会事務局次長） 

  議会事務局長 

    

  市対会計局 総括部（会計室長） 

  会計室長 

    

 

注） 「※」の部は、複数の担当部局で構成している。詳細は、別紙「災害対策本部組織図」に準じる。 

 

  市対統制局  
危機管理部（危機管理室長） 

  

  

危機管理室長 

危機管理顧問 

   

  市対総務局 総括部（総務総括室長） 
動員・ボランティア部（人事部長） 

システム部（デジタル推進部長） 
  総務局長 

    

  市対政策局 総括部（政策総括室長） 
広報・広聴部（市長室長） 

（協力機関）西宮市国際交流協会 

（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部除く） 

  政策局長 

政策局担当理事 

    

  市対財務局 総括部（財務総括室長） 

家屋等調査部（税務部長） 
資産管理部（資産管理部長） 
（協力機関）西宮市土地開発公社 

  財務局長 

 

    

  市対市民局 総括部（市民総括室長） 
市民対応部（市民部長） 
応援部（人権推進部長） 

  市民局長 

    

  市対物資局 総括部（産業文化総括室長）※ 
第一物資供給管理部（文化スポーツ部長） 
第二物資供給管理部（産業部長） 

（協力機関）西宮市文化振興財団 

  産業文化局長 

    

  市対福祉局 総括部（福祉総括室長） 
福祉部（福祉部長） 

生活支援部（生活支援部長） 
（協力機関）西宮市社会福祉協議会 

（協力機関）西宮市社会福祉事業団 

  健康福祉局長 

    

  市対保健医療局 総括部 
（保健所副所長、新型コロナウイルス感染症対策室長） 

  保健所長 
    

  市対こども支援局 総括部（子供支援総括室長） 
子育て支援部（子育て支援部長） 

子育て事業部（子育て事業部長） 
こども未来部（こども未来部長） 

  こども支援局長 

    

  市対衛生局 総括部（環境総括室長） 

衛生事業部（環境事業部長） 
衛生施設部（環境施設部長） 
（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部のみ） 

  環境局長 

    

  市対第一技術局 総括部（都市総括室長） 
第一応急対策部（都市計画部長） 
第二応急対策部（建築・開発指導部長） 

市営住宅部（住宅部長） 

  都市局長 

    

  市対第二技術局 総括部（土木総括室長） 
第三応急対策部 

（臨海対策部長、道路部長、公園緑化部長） 
第四応急対策部（営繕部長） 

  土木局長 

    

  市対病院局 総括部（管理部長、病院改革担当部長） 

  中央病院事務局長 

    

  市対給水技術局 総括部（上下水道総括室長） 

水道工務部（水道工務部長） 
水道施設部（水道施設部長） 
第五応急対策部（下水道部長） 

  上下水道局次長 

    

  市対避難局 総括部[第一避難部] 
（教育総括室長、監査事務局長、選挙管理委員会事務局長）※ 

第二避難部（学校支援部長、学校教育部長） 

第三避難部（コミュニティ推進部長）※ 
第四避難部（生涯学習部長） 
（協力機関）西宮スポーツセンター 

  両教育次長 

    

  市対消防公安局 総括部（警防部長） 
総務部（総務部長） 
西宮消防署（西宮消防署長） 

鳴尾消防署（鳴尾消防署長） 
瓦木消防署（瓦木消防署長） 
北消防署（北消防署長） 

消防団（副団長） 

  消防局長 

消防団長 

    

  市対議会担当局 総括部（議会事務局次長） 

  議会事務局長 

    

  市対会計局 総括部（会計室長） 

  会計室長 

注） 「※」の部は、複数の担当部局で構成している。 

 

副本部長 

（危機管理監） 

副本部長 

（副市長） 

本部長付 

（教育長） 

（上下水道事業管理者） 

（病院事業管理者） 

（消防団長） 

本部長 

（市長） 
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3-8

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（３）市対策本部の組織構成及び機能（法28）

③　市対各局の事務分掌

　本部における事務分掌は、以下の表のとおりとする。

　市対策本部の各市対局の機能(事務分掌)は、次の「国民保護対策本部の事務分掌」のとおり

とし、市対策本部設置時には、その事務遂行が通常業務よりも優先される。また、各市対局部

内における事務分担は、各局長の裁量により取り決められるものとする。

　なお、各事務分掌に割り当てられた担当局部は、その事務遂行の中心的なセクションとして

位置付けられるものであり、事案状況及び被害発生規模によっては、臨時編成体制を執り業務

に当たる場合もある。

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（３）市対策本部の組織構成及び機能（法28）

③　市対各局の事務分掌

　本部における事務分掌は、以下の表のとおりとする。

　市対策本部の各市対局の機能(事務分掌)は、次の「国民保護対策本部の事務分掌」のとおり

とし、市対策本部設置時には、その事務遂行が通常業務よりも優先される。また、各市対局内

における事務分担は、各局長の裁量により取り決められるものとする。

　なお、各事務分掌に割り当てられた担当部局は、その事務遂行の中心的なセクションとして

位置付けられるものであり、事案状況及び被害発生規模によっては、臨時編成体制を執り業務

に当たる場合もある。

表現の変更

組織改編に伴う変更

 

  市対統制局 総括部（防災総括室長） 

  防災危機管理局長 

危機管理顧問 

    

  市対政策局 総括部（政策総括室長） 
広報・広聴部（市長室長） 
財政部（財政部長） 

施設マネジメント部（施設マネジメント部長） 
（協力機関）西宮市国際交流協会 

（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部除く） 

  政策局長 

政策局担当理事 

    

  市対総務局 総括部（総務総括室長） 
動員・ボランティア部（人事部長） 
管財部（管財部長） 

家屋等調査部（税務部長） 
システム部（情報管理部長） 
（協力機関）西宮市土地開発公社 

  総務局長 

総務局担当理事 

    

  市対市民局 総括部（市民総括室長） 
市民対応部（市民部長）※ 
応援部（人権推進部長）※ 

  市民局長 

    

  市対物資局 総括部（産業文化総括室長）※ 
物資管理部（産業部長）※ 
物資供給部（文化スポーツ部長）※ 

（協力機関）西宮市文化振興財団 

  産業文化局長 

    

  市対福祉局 総括部（福祉総括室長） 
福祉部（福祉部長） 

生活支援部（生活支援部長） 
（協力機関）西宮市社会福祉協議会 

（協力機関）西宮市社会福祉事業団 

  健康福祉局長 

    

  市対保健医療局 総括部（保健所副所長） 

  保健所長 
    

  市対こども支援局 総括部（子供支援総括室長） 
子育て支援部（子育て支援部長） 
子育て事業部（子育て事業部長） 

こども未来部（こども未来部長） 

  こども支援局長 

    

  市対衛生局 総括部（環境総括室長） 
衛生事業部（環境事業部長） 

衛生施設部（環境施設部長） 
（協力機関）西宮市都市整備公社（斎園事業部のみ） 

  環境局長 

    

  市対第一技術局 総括部（都市総括室長） 

第一応急対策部（都市計画部長） 
第二応急対策部（建築・開発指導部長） 
市営住宅部（住宅部長） 

  都市局長 

    

  市対第二技術局 総括部（土木総括室長） 
第三応急対策部（道路部長、公園緑化部長） 
第四応急対策部（営繕部長） 

  土木局長 

    

  市対病院局 総括部（管理部長、病院改革担当部長） 

  中央病院事務局長 

    

  市対給水技術局 総括部（上下水道総括室長） 
水道工務部（水道工務部長） 

水道施設部（水道施設部長） 
第五応急対策部（下水道部長） 

  上下水道局次長 

    

  市対避難局 総括部（教育総括室長） 

第一避難部（社会教育部長） 
第二避難部（監査事務局長、選挙管理委員会事務局
長） 

第三避難部（コミュニティ推進部長）※ 
第四避難部（学校改革部長、学校教育部長） 
（協力機関）西宮スポーツセンター 

  両教育次長 

    

  市対消防公安局 総括部（警防部長） 
総務部（総務部長） 
西宮消防署（西宮消防署長） 

鳴尾消防署（鳴尾消防署長） 
瓦木消防署（瓦木消防署長） 
北消防署（北消防署長） 

消防団（副団長） 

  消防局長 

消防団長 

    

  市対議会担当局 総括部（議会事務局次長） 

  議会事務局長 

    

  市対会計局 総括部（会計室長） 

  会計室長 

    

 

注） 「※」の部は、複数の担当部局で構成している。詳細は、別紙「災害対策本部組織図」に準じる。 
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 国民保護対策本部の事務分掌 【国民保護対策本部の事務分掌】
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3-14

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（４）市対策本部の組織運営

②本部の設置場所

　市対策本部室の設置場所は、原則として市役所本庁舎４４２会議室とする。ただし、使用不

可及びその他必要な場合には、使用可能な施設にて設置する。

　また、本部室前には「西宮市国民保護対策本部」等の標識を掲示する。

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（４）市対策本部の組織運営

②本部の設置場所

　　市対策本部室の設置場所は、原則として市役所第二庁舎（危機管理センター）４階対策本

部室とする。ただし、使用不可及びその他必要な場合には、使用可能な施設にて設置する。

　また、本部室前には「西宮市国民保護対策本部」等の標識を掲示する。

第二庁舎（危機管理

センター）整備に伴

う変更

3-14 （新規）

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（４）市対策本部の組織運営

③作戦室の設置

　国民保護対策本部の作戦室（市民窓口）の設置場所は、災害の規模に応じて市役所第二庁舎

（危機管理センター）４階オペレーションルームとする。

　オペレーションルームは災害のフェーズ（発災初期、応急期、復旧期）に応じて運用が異な

るため、国民保護対策本部の指示に従い本部のレイアウトを変更する。

　通信受付室において、市民等からの被害情報等を収集し、その情報を基にオペレーション

ルームにおいて、応急対策の立案及び指示を行う。

　また、情報収集、救助、警備活動などにおける国、県及び関係機関などとの連絡調整を行

う。

第二庁舎（危機管理

センター）整備に伴

う変更
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3-14

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（４）市対策本部の組織運営

③本部会議の開催

　本部長は、本部会議を開催し、その議長となり、保護措置の実施方針や各局部の調整・連絡

を行う。また、本部会議の構成員は、会議の招集の必要があると認める場合には、危機管理監

を通じて本部長に要請する。

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（４）市対策本部の組織運営

④本部会議の開催

　本部長は、本部会議を開催し、その議長となり、保護措置の実施方針や各部局の調整・連絡

を行う。また、本部会議の構成員は、会議の招集の必要があると認める場合には、危機管理監

を通じて本部長に要請する。

項目番号の変更

表現の変更

避難実施要領パター

ンの作成に伴う変更

第二庁舎（危機管理

センター）整備に伴

う変更

【本部会議の概要】 【本部会議の概要】

3-15

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（４）市対策本部の組織運営

④市対局総括部担当者会議の開催

　本部会議の補完、また市対各局間の活動連携の強化及び状況認識の統一を図るため、市対局

総括部担当者（市対総括部長及び市対総括課長）会議を開催する。なお、開催については、適

宜必要に応じて市対統制局が招集する。

　また、各市対局総括部担当者は、会議の招集の必要があると認める場合には、防災総括室長

に要請する。

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（４）市対策本部の組織運営

⑤市対局総括部担当者会議の開催

　本部会議の補完、また市対各局間の活動連携の強化及び状況認識の統一を図るため、市対局

総括部担当者（市対総括部長及び市対総括課長）会議を開催する。なお、開催については、適

宜必要に応じて市対統制局が招集する。

　また、各市対局総括部担当者は、会議の招集の必要があると認める場合には、市対統制局に

要請することができる。

項目番号の変更

組織改編に伴う変更

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

構成員 

本部長、副本部長、本部員及び本部長が指名する職員。ただし、事態の種類・

規模・態様等によっては、本部長はその数を増員又は減員して組織する

ことができる。 

協議事項 

●本部長の指示 

●市対統制局から各局への事態等の情報及び連絡事項の伝達・確認 

●市対各局からの災害対策実施状況や被害情報等の報告 

●事態等の情報、被害情報分析 

●対策活動の基本方針決定 

●市対各局 対策の実施調整 

●関係機関等との連絡体制の確認及び被害情報の報告 

●避難誘導の実施調整 

●各種応援の要請 

●その他国民保護対策に関する必要事項 

開催場所 第二庁舎（危機管理センター）４階対策本部室 

 

構成員 

本部長、副本部長、本部員及び本部長が指名する職員。ただし、事態の種類・

規模・態様等によっては、本部長はその数を増員又は減員して組織する

ことができる。 

協議事項 

●本部長の指示 

●市対統制局から各局への事態等の情報及び連絡事項の伝達・確認 

●市対各局からの災害対策実施状況や被害情報等の報告 

●事態等の情報、被害情報分析 

●対策活動の基本方針決定 

●市対各局 対策の実施調整 

●関係機関等との連絡体制の確認及び被害情報の報告 

●避難誘導隊の編成(各市対局から職員を選抜) 

●各種応援の要請 

●その他国民保護対策に関する必要事項 

開催場所 442 会議室 
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3-15

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（４）市対策本部の組織運営

⑤　避難誘導隊の臨時編成

　市内で大規模な避難誘導をする必要となった場合には、市対各局毎に総括課に従事する以外

の職員から必要人数を選抜し、避難誘導隊を編成する。

　避難誘導隊に属する職員は、市対統制局の指示に基づき、市民の避難誘導活動を実施する。

　　　　　　　　　　　　　[資料２‐５‐４　人命救助隊（避難誘導隊）担当区域]

（削除）
避難実施要領パター

ン作成に伴う変更

【避難誘導隊編成】 

※地域防災計画 人命救助隊に準じる 

人命救助隊長 
   

危機管理監 
   

 
  

   

人命救助副隊長 
 

   担当区域 局 

消防局長 
 

※その局が受け持つ地区防災ブロック (担当局長) 
     
   

１区 

（北口・甲東・段上） 

市対総務局 

   
(総務局長)（担当理事） 

   

２区 

（上ヶ原・甲陽園・苦楽園） 

市対政策局 

   
(政策局長) （担当理事） 

   
市対市民局 

   
(市民局長) 

   
市対物資局 

   
(産業文化局長) 

   

３区 

（大社・夙川） 

市対福祉局 

   
(健康福祉局長) 

   
市対保健医療局 

   
(保健所長) 

   
４区 

（生瀬・名塩・山口） 

市対こども支援局 

   
(こども支援局長) 

   
５区 

（西宮浜・今津・浜脇） 

市対衛生局 

   
(環境局長) 

   

６区 

（高須・鳴尾・小松） 

市対第一技術局 

   
(都市局長) 

   
市対第二技術局 

   
(土木局長) 

   

７区 

（上甲子園・芦原平木・瓦木） 

市対給水技術局 

   
(上下水道局次長) 

   
市対避難局 

   
(両教育次長) 

   
市対議会担当局 

   
(議会事務局長) 

   
市対会計局 

   
(会計室長) 

   
・各局長及び統括室長は本部にて指揮するものとする。 

   
・担当区域は原則的なものであり、被災状況によって変更する場合がある。 
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⑥　業務引き継ぎ用日誌の作成

事態等の規模に比例して、市対策本部の設置期間も長くなり担当者のローテーションも必要と

なる。その際、円滑な業務継続が可能となるよう、市対統制局及び各市対局総括部は業務日誌

を作成して、担当者間の業務引き継ぎをすみやかに支障なく行う。

⑦　他の局部への応援配置

本部長は、事態発生時の各局部の業務実態に応じて、他局部へ応援配備するよう各局長に指示

することができる。この場合、他局部に配備された応援職員は、配置先の局部長の指示に従う

こととする。

⑥　業務の引き継ぎの実施

事態等の長期化への対応や円滑な業務継続、職員の交代等が可能となるよう、各市対局は庁内

に導入されている各種システム、グループウェア等を活用し、部局間及び担当者間の業務の引

き継ぎをすみやかに支障なく行う。

⑦　他の部局への応援職員の配備

本部長は、事態発生時の各部局の業務実態に応じて、他部局へ応援職員を配備するよう各局長

に指示することができる。この場合、他部局に配備された応援職員は、配置先の部局長の指示

に従うこととする。

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

【避難誘導隊編成】 

※地域防災計画 人命救助隊に準じる 

人命救助隊長 
   

危機管理監 
   

 
  

   

人命救助副隊長 
 

   担当区域 局 

消防局長 
 

※その局が受け持つ地区防災ブロック (担当局長) 
     
   

１区 

（北口・甲東・段上） 

市対総務局 

   
(総務局長)（担当理事） 

   

２区 

（上ヶ原・甲陽園・苦楽園） 

市対政策局 

   
(政策局長) （担当理事） 

   
市対市民局 

   
(市民局長) 

   
市対物資局 

   
(産業文化局長) 

   

３区 

（大社・夙川） 

市対福祉局 

   
(健康福祉局長) 

   
市対保健医療局 

   
(保健所長) 

   
４区 

（生瀬・名塩・山口） 

市対こども支援局 

   
(こども支援局長) 

   
５区 

（西宮浜・今津・浜脇） 

市対衛生局 

   
(環境局長) 

   

６区 

（高須・鳴尾・小松） 

市対第一技術局 

   
(都市局長) 

   
市対第二技術局 

   
(土木局長) 

   

７区 

（上甲子園・芦原平木・瓦木） 

市対給水技術局 

   
(上下水道局次長) 

   
市対避難局 

   
(両教育次長) 

   
市対議会担当局 

   
(議会事務局長) 

   
市対会計局 

   
(会計室長) 

   
・各局長及び統括室長は本部にて指揮するものとする。 

   
・担当区域は原則的なものであり、被災状況によって変更する場合がある。 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-15

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（５）市現地対策本部の設置（法28Ⅷ）

　市長は、被災現地における保護措置の的確かつ迅速な実施、並びに国・県等の対策本部との

連絡及び調整等のため現地における対策が必要であると認めるときは、市対策本部の事務の一

部を行うため、支所に市現地対策本部を設置する。ただし、現地調整所が設置された場合、

国・県等との連絡及び調整などは、現地調整所で行う場合がある。

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（５）市現地対策本部の設置（法28Ⅷ）

　市長は、被災現地における保護措置の的確かつ迅速な実施、並びに国・県等の対策本部との

連絡及び調整等のため現地における対策が必要であると認めるときは、市対策本部の事務の一

部を行うため、支所等の市有施設、学校に市現地対策本部を設置する。ただし、現地調整所が

設置された場合、国・県等との連絡及び調整などは、現地調整所で行う場合がある。

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

3-18 （新規）

第２章　市対策本部の設置等

１　市対策本部の設置

（９）市対策本部事務局

　市長を補佐する参謀機能を有した本部事務局となるよう危機管理室に関係する部署を加え、

また、機能別に４つの班を置いた体制とする。 西宮市地域防災計画

に表現を合わせた変

更

第二庁舎（危機管理

センター）整備に伴

う変更

【事務局の機能区分と組織】 

 

 本部事務局 

事務局長 危機管理監 

副事務局長 総務局長、政策局長 

総務班長 総務総括室長 

広報・広聴班長 市長室長 

情報・調整班長 
危機管理室長 

危機管理顧問 

資源班長 
人事部長（人的） 

資産管理部長（物的） 

ア 総務班 （市対策本部会議の庶務担当）  

担当：総務総括室を主体に、総務局全体で業務にあたる。 

機能：市対策本部会議の運用に係る事務を行う。（本部室・オペレーションルームの設営、資料、議

事録の作成、共有等） 

 

イ 広報・広聴班（広報、メディア対応） 

担当：市長室（広報・広聴部）を主体に、政策局全体で業務にあたる。 

機能：広報担当／災害対応時の広報※ 、メディア対応（記者会見含む）の管理業務を行う。 

広聴担当／市民等からの電話、メール及び来庁等による通報受付に関する管理業務を行う。 

 

ウ 情報・調整班 （情報収集、分析、評価、共有の担当） 

担当：危機管理室を主体に、総務局全体で業務にあたる。 

機能：総括指揮担当／本部長の意思決定を支援する参謀として、特に初動期の実質的な災害対応案

（避難指示等）の決定、また、想定外の災害対応の分配協議などオペレーシ

ョンルーム全体の総括指揮を行う。 

情報分析担当／広報・広聴班が受付けた通報、調整班が入手した関係機関からの情報、情報・

調整班自らが取得した情報を総合的に分析、評価を行い、２次情報として整

理する。 

情報伝達担当／２次情報を庁内に共有し、「防災情報システム」に係る情報伝達※１を行う。 

調整担当／本部長指示の伝達、関係機関、部局間の渉外、調整（総合調整）、自衛隊の部隊等

の派遣要請に関する業務を行う広報・広聴班（広報、メディア対応） 

 

エ 資源班（人的資源、物的資源の調整） 

災害対応時の人的資源と物的資源に関する、ロジスティクス業務を行う。 

・避難所や物資搬入業務など人員が不足する業務の人員調整として、市職員、外部からの応援職員

の調整、応援職員の宿泊地の確保等に関する業務（人的資源） 

・不足する車両や資器材の確保、罹災証明書発行の受付といった災害対応業務に必要となる作業ス

ペースや応援職員の執務スペースの確保（物的資源）。情報・調整班 （情報収集、分析、評価、

共有の担当） 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

ア 総務班 （市対策本部会議の庶務担当）  

担当：総務総括室を主体に、総務局全体で業務にあたる。 

機能：市対策本部会議の運用に係る事務を行う。（本部室・オペレーションルームの設営、資料、議

事録の作成、共有等） 

 

イ 広報・広聴班（広報、メディア対応） 

担当：市長室（広報・広聴部）を主体に、政策局全体で業務にあたる。 

機能：広報担当／災害対応時の広報※ 、メディア対応（記者会見含む）の管理業務を行う。 

広聴担当／市民等からの電話、メール及び来庁等による通報受付に関する管理業務を行う。 

 

ウ 情報・調整班 （情報収集、分析、評価、共有の担当） 

担当：危機管理室を主体に、総務局全体で業務にあたる。 

機能：総括指揮担当／本部長の意思決定を支援する参謀として、特に初動期の実質的な災害対応案

（避難指示等）の決定、また、想定外の災害対応の分配協議などオペレーシ

ョンルーム全体の総括指揮を行う。 

情報分析担当／広報・広聴班が受付けた通報、調整班が入手した関係機関からの情報、情報・

調整班自らが取得した情報を総合的に分析、評価を行い、２次情報として整

理する。 

情報伝達担当／２次情報を庁内に共有し、「防災情報システム」に係る情報伝達※１を行う。 

調整担当／本部長指示の伝達、関係機関、部局間の渉外、調整（総合調整）、自衛隊の部隊等

の派遣要請に関する業務を行う広報・広聴班（広報、メディア対応） 

 

エ 資源班（人的資源、物的資源の調整） 

災害対応時の人的資源と物的資源に関する、ロジスティクス業務を行う。 

・避難所や物資搬入業務など人員が不足する業務の人員調整として、市職員、外部からの応援職員

の調整、応援職員の宿泊地の確保等に関する業務（人的資源） 

・不足する車両や資器材の確保、罹災証明書発行の受付といった災害対応業務に必要となる作業ス

ペースや応援職員の執務スペースの確保（物的資源）。情報・調整班 （情報収集、分析、評価、

共有の担当） 
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頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

【災害対策本部の指揮・調整系統と情報の流れ】 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-20

第２章　市対策本部の設置等

２　動員の実施

（１）市の体制及び職員の参集基準

【職員動員体制・参集基準】

第２章　市対策本部の設置等

２　動員の実施

（１）市の体制及び職員の参集基準

【職員動員体制・参集基準】

組織改編に伴う変更
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頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-24

第３章　関係機関との連携

６　指定行政機関の長等に対する職員の派遣要請

（２）指定行政機関及び指定地方行政機関等の職員の派遣要請等

②　職員派遣のあっせんの求め

　市長は、①の職員の派遣を要請しようとした場合に、要請が受け入れられなかったり、派遣

について適任者がいないときに、知事に対し、①の職員の派遣についてあっせんを求める。

第３章　関係機関との連携

６　指定行政機関の長等に対する職員の派遣要請

（２）指定行政機関及び指定地方行政機関等の職員の派遣要請等

②　職員派遣のあっせんの求め

　市長は、①の職員の派遣を要請しようとした場合に、要請が受け入れられないとき、または

派遣について適任者がいないときに、知事に対し、①の職員の派遣についてあっせんを求め

る。

表現の変更

3-25

第３章　関係機関との連携

７　市の行う応援等

（２）指定公共機関又は指定地方公共機関に対して行う応援等

　市は、指定公共機関又は指定地方公共機関の行う保護措置の実施について労務、施設、設備

又は物資の確保についての応援を求められた場合には、求められた応援を実施することができ

ない場合や、他の機関が実施する保護措置と競合する場合など、正当な理由のある場合を除

き、必要な応援を行う

第３章　関係機関との連携

７　市の行う応援等

（２）指定公共機関又は指定地方公共機関に対して行う応援等

　市は、指定公共機関又は指定地方公共機関の行う保護措置の実施について労務、施設、設備

又は物資の確保についての応援を求められた場合には、求められた応援を実施することができ

ない場合や、他の機関が実施する保護措置と競合する場合など、正当な理由のある場合を除

き、必要な応援を行う。

表現の変更

3-25

第３章　関係機関との連携

８　ボランティア団体等に対する支援等（法４Ⅲ）

（３）ボランティア活動への支援と連携

②　専門ボランティア

ア　災害時要援護者を支援するボランティアの派遣については、西宮市社会福祉協議会と連携

して対応する。

第３章　関係機関との連携

８　ボランティア団体等に対する支援等（法４Ⅲ）

（３）ボランティア活動への支援と連携

②　専門ボランティア

ア　要配慮者を支援するボランティアの派遣については、西宮市社会福祉協議会と連携して対

応する。

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更
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頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-27

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

表現の精査

3-27

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

１　警報の伝達等

（２）警報の内容の通知

②  市は、警報が発令された旨の報道発表については速やかに行うとともに、市のホームペー

ジ（http://www.nishi.or.jp/）に警報の内容を掲載する。

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

１　警報の伝達等

（２）警報の内容の通知

②  市は、警報が発令された旨の報道発表については速やかに行うとともに、市のホームペー

ジ（https://www.nishi.or.jp/）に警報の内容を掲載する。

時点更新
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頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-28

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

１　警報の伝達等

（２）警報の内容の通知

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

１　警報の伝達等

（２）警報の内容の通知

表現の精査

警報・避難指示の流れ 【警報・避難指示の流れ】
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頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-29

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

２　警報の伝達方法

（１）伝達方法

　警報の伝達方法については、当面の間は、現在市が保有する伝達手段に基づき、原則として

以下の要領により行う。

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

２　警報の伝達方法

（１）伝達方法

　警報は、国から緊急情報ネットワークシステム（Em-net）、全国瞬時警報システム（Jア

ラート）等を活用し、地方公共団体に伝達される。市長は、全国瞬時警報システム（Jアラー

ト）と連携している情報伝達手段等により、原則として以下の要領により行う。

国の基本指針の変更

及び兵庫県国民保護

計画の変更に伴う変

更

3-29

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

２　警報の伝達方法

（２）関係機関との連携

　この場合において、消防局は保有する車両・装備を有効に活用し、巡回等による伝達を行う

とともに、消防団は、平素からの地域との密接なつながりを活かし、自主防災組織、自治会や

災害時要援護者等への個別の伝達を行うなど、それぞれの特性を活かした効率的な伝達が行な

われるように配慮する。

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

２　警報の伝達方法

（２）関係機関との連携

　この場合において、消防局は保有する車両・装備を有効に活用し、巡回等による伝達を行う

とともに、消防団は、平素からの地域との密接なつながりを活かし、自主防災組織、自治会や

要配慮者等への個別の伝達を行うなど、それぞれの特性を活かした効率的な伝達が行なわれる

ように配慮する。

国の基本指針の変更

に伴う変更

3-29

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

２　警報の伝達方法

（４）災害時要援護者への伝達

　市は、高齢者、障害のある人、外国人等に対する警報の内容の伝達においては、以下の点に

配慮する。

　また、福祉部は地域安心ネットワークシステムを活用するなど、災害時要援護者に迅速に正

しい情報が伝達され、避難などに備えられるような体制の整備に努める。

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

２　警報の伝達方法

（４）要配慮者への伝達

　市は、高齢者、障害のある人、外国人等に対する警報の内容の伝達においては、以下の点に

配慮する。

　また、福祉部は避難行動要支援者名簿を活用するなど、要配慮者に迅速に正しい情報が伝達

され、避難などに備えられるような体制の整備に努める。

国の基本指針の変更

に伴う変更

地域安心ネットワー

クの廃止に伴う変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-30

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

２　警報の伝達方法

（４）災害時要援護者への伝達

④　日本語の理解が十分でない外国人に対しては、外国語ホームページでの発信や、多言語放

送を行うコミュニティＦＭやＦＭ放送の協力を得て、多言語で警報の内容を発信するほか、必

要に応じて、西宮市国際交流協会及びＮＧＯ等の関係団体に対して情報を提供するなど、警報

の伝達が円滑に行われるよう努める。

第４章　警報及び避難の指示等

第１節　警報の伝達等（法47Ⅰ）

２　警報の伝達方法

（４）要配慮者への伝達

④　日本語の理解が十分でない外国人に対しては、市のホームページで多言語での情報発信を

行うとともに、コミュニティFMでの放送、関係機関等が提供するコンテンツを活用し、多言

語での情報提供に努める。その際、西宮市国際交流協会及びNGO等の関係団体に対し、必要

な情報の提供を行い、警報の伝達が円滑に行われるよう努める。

関係部局での検討に

よる変更

3-31

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

１　避難指示の通知・伝達

（２）迅速な伝達

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

１　避難指示の通知・伝達

（２）迅速な伝達

表現の精査

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国対策本部

長 
避難措置の指示 

知 事 

・要避難地域 
・避難先地域等 
・措置の概要 

指定地方公共機関 

（放送事業者） 

通知 

市 長 

（経由） 

通知 

市 
 

 
 

 
 

民 

指定公共機関 

（放送事業者） 

内容の放送 

CATV、さくらF

M、広報車 等 

内容の放送 

避難の指示 

国対策本部長の 
指示に加え、 
・避難経路 
・交通手段 
・その他避難の方法 

・避難実施要領の策

定 

・市民への伝達 

・避難住民を誘導 

通知 
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-33

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

２　避難実施要領の策定

（２）避難実施要領の内容の伝達等（法61Ⅲ、Ⅳ）

　また、市長は、直ちに、その内容を市の他の執行機関、消防長、警察署長、自衛隊第36普通

科連隊長、兵庫地方協力本部長及び海上保安署長に通知する。さらに、所轄する県地方対策本

部長（県民センター長）にも併せて通知する。

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

２　避難実施要領の策定

（２）避難実施要領の内容の伝達等（法61Ⅲ、Ⅳ）

　また、市長は、直ちに、その内容を市の他の執行機関、消防長、警察署長、自衛隊第36普通

科連隊長、兵庫地方協力本部長及び海上保安署長に通知する。さらに、所轄する県地方対策本

部長（阪神南県民センター長）にも併せて通知する。

表現の変更

3-34

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（２）消防機関の活動

　消防局は、消火活動及び救助・救急活動の状況を勘案しつつ、市長の定める避難実施要領に

基づき、要所に消防車両等を配置し、車載の拡声器を活用する等効果的な誘導を実施するとと

もに、自力歩行困難な災害時要援護者の人員輸送車両等による運送を行う等保有する装備を有

効活用した避難住民の誘導を行う。

　消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防局と連携しつつ、自主防災組織、自

治会等と連携した避難住民の誘導を行うとともに、災害時要援護者に関する情報の確認や要避

難地域内残留者の確認等を担当する等地域とのつながりを活かした活動を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐６　救助器具等一覧（消防局）］

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（２）消防機関の活動

　消防局は、消火活動及び救助・救急活動の状況を勘案しつつ、市長の定める避難実施要領に

基づき、要所に消防車両等を配置し、車載の拡声器を活用する等効果的な誘導を実施するとと

もに、避難行動要支援者の人員輸送車両等による運送を行う等保有する装備を有効活用した避

難住民の誘導を行う。

　消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防局と連携しつつ、自主防災組織、自

治会等と連携した避難住民の誘導を行うとともに、要配慮者に関する情報の確認や要避難地域

内残留者の確認等を担当する等地域とのつながりを活かした活動を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐１　備蓄資器材等一覧］

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

項目名・項目番号の

変更

3-35

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（３）避難誘導隊

　市長は、全市的な避難誘導が必要な場合は、全庁的な避難誘導隊を組織して、避難誘導にあ

たる。

（削除）
避難実施要領パター

ンの作成に伴う変更

3-35

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（４）避難誘導を行う関係機関との連携

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（３）避難誘導を行う関係機関との連携

項目番号の変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-35

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（５）自主防災組織等に対する協力の要請

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（４）自主防災組織等に対する協力の要請

項目番号の変更

3-35

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（６）誘導時における食品の給与等の実施や情報の提供

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（５）誘導時における食品の給与等の実施や情報の提供

項目番号の変更

3-35

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（７）高齢者、障害のある人、乳幼児等への配慮

　市長は、高齢者、障害のある人などの避難を万全に行うため、地域安心ネットワークシステ

ムを活用し社会福祉協議会、民生委員・児童委員、保健サービス事業者、障害者団体等と協力

して、災害時要援護者への連絡、運送手段の確保を的確に行う。

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（６）高齢者、障害のある人、乳幼児等への配慮

　市長は、高齢者、障害のある人などの避難を万全に行うため、避難行動要支援者名簿を活用

し社会福祉協議会、民生委員・児童委員、保健サービス事業者、障害者団体等と協力して、要

配慮者への連絡、運送手段の確保を的確に行う。

項目番号の変更

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

地域安心ネットワー

クの廃止に伴う変更

3-36

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（８）残留者等への対応

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（７）残留者等への対応

項目番号の変更

3-36

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（９）避難所等における安全確保等

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（８）避難所等における安全確保等

項目番号の変更

3-36

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１０）動物の保護等に関する配慮

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（９）動物の保護等に関する配慮

項目番号の変更

3-36

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１１）自家用車等の使用の制限

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１０）自家用車等の使用の制限

項目番号の変更
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3-36

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１２）通行禁止措置の周知

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１１）通行禁止措置の周知

項目番号の変更

3-36

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１３）県に対する要請等

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１２）県に対する要請等

項目番号の変更

3-36

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１４）避難住民の運送の求め等

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１３）避難住民の運送の求め等

項目番号の変更

3-37

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１５）避難住民の復帰のための措置　(法69)

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

３　避難住民の誘導

（１４）避難住民の復帰のための措置　(法69)

項目番号の変更

3-38

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

４　避難の類型

（１）屋内への避難

　弾道ミサイル攻撃など極めて短時間での避難が必要な場合や、ゲリラや特殊部隊による攻撃

が突発的に発生した場合などにおいては、できるだけ近傍のコンクリート造り等の堅ろうな施

設や地下施設に直ちに避難する。その後、事態の推移、被害の状況等に応じ、２～４の類型に

より、他の安全な地域へ避難する。

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

４　避難の類型

（１）屋内への避難

　弾道ミサイル攻撃など極めて短時間での避難が必要な場合や、ゲリラや特殊部隊による攻撃

が突発的に発生した場合などにおいては、できるだけ、近傍のコンクリート造り等の堅ろうな

施設や地下施設に直ちに避難する。その後、事態の推移、被害の状況等に応じ、２～４の類型

により、他の安全な地域へ避難する。
表現の変更

 

 

 

 

 

 

 

・近傍のコンクリート造り

等の堅ろうな施設 

・近傍の建築物の地階 等 

市

民 
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自宅等での待避 
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3-39

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

５　避難の類型に応じた留意事項

（１）弾道ミサイルによる攻撃の場合

①　弾道ミサイル攻撃においては、実際に弾道ミサイルが発射されたとの警報が発令されたと

きは、市民は屋内に避難することが基本である。

　（実際に弾道ミサイルが発射されたとの警報が発令されたときは、できるだけ近傍のコンク

リート造等の堅ろうな施設や建築物の地階等に避難することとなる。）

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

５　避難の類型に応じた留意事項

（１）弾道ミサイルによる攻撃の場合

①　弾道ミサイル攻撃においては、実際に弾道ミサイルが発射されたとの警報が発令されたと

きは、市民は屋内に避難することが基本である。

　（実際に弾道ミサイルが発射されたとの警報が発令されたときは、できるだけ、近傍のコン

クリート造等の堅ろうな施設や近傍の建築物の地階等に避難することとなる。）

兵庫県国民保護計画

の変更に伴う変更

3-40

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

５　避難の類型に応じた留意事項

（１）弾道ミサイルによる攻撃の場合

【避難の指示の内容（例）】

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

５　避難の類型に応じた留意事項

（１）弾道ミサイルによる攻撃の場合

【避難の指示の内容（例）】

兵庫県国民保護計画

の変更に伴う変更

 

 

 

 

避難の指示（一例） 

○ 弾道ミサイル攻撃による警報の発令及び避難措置の指示があったので、住民は、速や

かに、屋内（特に建物の中心部）に避難すること。その際、できるだけ、近隣の堅ろう

な施設や近傍の建築物の地階などに避難すること。 

○ 次の避難措置の指示が行われるまで、当該屋内に留まるとともに、テレビやラジオそ

の他の手段により、情報の入手に努めること。 

 

（特に、着弾後において、避難措置の指示がある場合） 

○ 要避難地域に該当するＡ市ＡＡ地区の住民は、次に避難の指示の解除があるまで、屋

内に留まること。 

弾頭の種類は、○○剤と考えられることから、・・・・  

 

 

 

 

避難の指示（一例） 

○ 弾道ミサイル攻撃による警報の発令及び避難措置の指示があったので、住民は、速や

かに、屋内（特に建物の中心部）に避難すること。その際、できるだけ、近隣の堅ろう

な施設や建築物の地階などに避難すること。 

○ 次の避難措置の指示が行われるまで、当該屋内に留まるとともに、テレビやラジオそ

の他の手段により、情報の入手に努めること。 

 

（特に、着弾後において、避難措置の指示がある場合） 

○ 要避難地域に該当するＡ市ＡＡ地区の住民は、次に避難の指示の解除があるまで、屋

内に留まること。 

弾頭の種類は、○○剤と考えられることから、・・・・  
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第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

５　避難の類型に応じた留意事項

（６）ＮＢＣ攻撃の場合

【ＮＢＣ攻撃における避難の留意点】

第４章　警報及び避難の指示等

第２節　避難住民の誘導等

５　避難の類型に応じた留意事項

（６）ＮＢＣ攻撃の場合

【ＮＢＣ攻撃における避難の留意点】

表現の変更

3-46

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

１　収容施設の供与

（１）避難所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐３　福祉避難所等］

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

１　収容施設の供与

（１）避難所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐１　避難所等］

項目名・項目番号の

変更

攻撃の種類 留 意 点 

核 攻 撃 等 ①核爆発に伴う熱線、爆風等による直接の被害を受ける地域 

・攻撃当初の段階は、爆心地周辺から直ちに離れ、地下施設等に避難 

・一定時間経過後、放射線の影響を受けない安全な地域に避難 

・放射性ヨウ素による体内汚染が予想されるときは安定ヨウ素剤の 

服用等を指示 

②放射性降下物からの放射線による被害を受けるおそれがある地域 

・放射線の影響を受けない安全な地域に避難 

・外部被ばくを最小限に抑えるため、風下を避けて風向きとなるべく

直角方向に避難 

③ダーティボムによる攻撃の場合 

攻撃場所から直ちに離れ、できるだけ、近傍の地下施設等への避難 

生物剤による攻撃 ・攻撃場所から直ちに離れ、外気からの密閉性の高い屋内の部屋又は

感染のおそれのない安全な地域に避難 

・ヒトや動物を媒体とする生物剤による攻撃の場合は、攻撃が行われ

た時期、場所等の特定が通常困難であり、住民を避難させるのでは

なく、感染者を入院させて治療 

化学剤による攻撃 ・攻撃場所から直ちに離れ、外気からの密閉性の高い屋内の部屋又は

風上の高台など汚染のおそれのない安全な地域に避難 

・化学剤は一般的に空気より重いため、可能な限り高所に避難 

 

攻撃の種類 留 意 点 

核 攻 撃 等 ①核爆発に伴う熱線、爆風等による直接の被害を受ける地域 

・攻撃当初の段階は、爆心地周辺から直ちに離れ、地下施設等に避難 

・一定時間経過後、放射線の影響を受けない安全な地域に避難 

・放射性ヨウ素による体内汚染が予想されるときは安定ヨウ素剤の 

服用等を指示 

②放射性降下物からの放射線による被害を受けるおそれがある地域 

・放射線の影響を受けない安全な地域に避難 

・外部被ばくを最小限に抑えるため、風下を避けて風向きとなるべく

直角方向に避難 

③ダーティボムによる攻撃の場合 

攻撃場所から直ちに離れ、できるだけ近傍の地下施設等への避難 

生物剤による攻撃 ・攻撃場所から直ちに離れ、外気からの密閉性の高い屋内の部屋又は

感染のおそれのない安全な地域に避難 

・ヒトや動物を媒体とする生物剤による攻撃の場合は、攻撃が行われ

た時期、場所等の特定が通常困難であり、住民を避難させるのでは

なく、感染者を入院させて治療 

化学剤による攻撃 ・攻撃場所から直ちに離れ、外気からの密閉性の高い屋内の部屋又は

風上の高台など汚染のおそれのない安全な地域に避難 

・化学剤は一般的に空気より重いため、可能な限り高所に避難 
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第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

３　飲料水の供給

（２）給水方法

　本市では、自己水源として市内２箇所の浄水場があるほか、阪神水道企業団等からも受水し

ている。また、水道施設が被害を受けた場合に備え、市内に耐震性緊急貯水槽を１３箇所、緊

急遮断弁を設置した配水池や配水槽を１２箇所整備しており、武力攻撃災害時にはいずれかの

水道施設から応急給水が可能である。

①　緊急時給水拠点における拠点給水・緊急時運搬給水拠点からの運搬給水。

　ア　耐震性緊急貯水槽等の拠点で給水する。また、浄水場等から給水タンク車等により小中

学校等の応急給水所に運搬し給水する。

　イ　応急給水の広報については関係各部の協力を得て広報車等で実施する。

②　消火栓に設置した緊急給水栓による給水

　応急給水の進捗に合せ緊急給水栓の増設を行う。

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

３　飲料水の供給

（２）給水方法

　本市では、自己水源として浄水場があるほか、阪神水道企業団等からも受水している。ま

た、水道施設が被害を受けた場合に備え、市内に耐震性緊急貯水槽や緊急遮断弁を設置した配

水池、配水槽を整備しており、武力攻撃災害時にはいずれかの水道施設から応急給水が可能で

ある。

①　緊急時給水拠点における拠点給水・緊急時運搬給水拠点からの運搬給水。

　ア　耐震性緊急貯水槽等の拠点で給水する。また、浄水場等から給水タンク車等により小中

学校等の応急給水所に運搬し給水する。

　イ　応急給水の広報については関係各部の協力を得て広報車等で実施する。

②　消火栓に設置した緊急給水栓による給水

　応急給水の進捗に合せ緊急給水栓の増設を行う。

表現の精査

項目番号の変更

③　仮設給水栓による給水

　宅地内の給水装置が破損した家屋等では、仮設給水栓等を設置して給水する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐５　水道施設等一覧］

③　仮設給水栓による給水

　宅地内の給水装置が破損した家屋等では、仮設給水栓等を設置して給水する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐４　水道施設等一覧］

3-51

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

４　被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与

（４）物資の搬送

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２-６-７　公用車両保有状況］

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

４　被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与

（４）物資の搬送

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２-６-６　公用車両保有状況］

項目番号の変更
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第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

５　医療の提供および助産

（５）医薬品等の確保

【災害時の医薬品等確保供給体制】

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

５　医療の提供および助産

（５）医薬品等の確保

【災害時の医薬品等確保供給体制】

組織改編に伴う変更

組

織 

市対策本部  体制業務内容 
健康福祉局長 西 宮 市 保 健 所 長   
 副所長  (1)医療器関等の被災及び稼働情報収集 
 保健総務課  (2)医療救護活動本部の設置等 
 地域保健課  (3)救急医薬品の調達 
 健康増進課  (4)救急医薬品の配送 
 生活衛生課  (5)救援物資（医薬品）の受け入れ 

 保健予防課  (6)救援物資（医薬品）の配送 
 食肉衛生検査所   

 

 

 

備

考 

（原則） 
① 医療に必要な医薬品等は、緊急物資として取り扱う。 
② 医療等に必要な医薬品等は、兵庫県薬務課（医務課を経由）、西宮市薬剤師会及び卸売業者等

の協力を得て、市が体制整備する。 
③ 医薬品等の調達、管理、保管等は薬剤師が望まれる。 
④ 県は、県内の医薬品卸売業者が、約３週間分の医薬品の在庫を有していることから、流通在庫

の活用を図り、医薬品卸協同組合、医理化機器協会等との連携を強化することとしている。 

 

Tel 078-362-4351 

FAX 078-362-426

7 

兵庫県医務課 

西宮市保健所 

救護所・避難
所 

医 薬 品 卸 売 業
者 

西宮市薬剤師会 

災害拠点病院 

西宮市立中央病院 

 

１．救護所の開設 
(1)医療ボランティアの調整・確保 
２．救急医薬品等の調達・配送 
(1)兵庫県薬務課（医務課を経由）への支援要請 
(2)救急医薬品等の備蓄 
(3)救急医薬品等の確保 
(4)救護所、避難所への医薬品等の配送 
(5)薬剤師会、卸売業者等への協力要請 

３．薬事情報の収集・提供 
(1)需要・備蓄・稼働等情報 
(2)薬剤師会等との連携 

要請 

協力 

医 療 機 
関 

要請 

要 

請 
報 
告 

要
請 

供
給 

協力 協力 

配 

送 要請 

兵庫県薬務課 
要請 

要
請 

Tel 078-362-3270 

FAX 078-362-471

3 

組

織 

市対策本部  体制業務内容 
健康福祉局長 西 宮 市 保 健 所 長   
 副所長  (1)医療器関等の被災及び稼働情報収集 
 保健総務課  (2)医療救護活動本部の設置等 
 地域保健課  (3)救急医薬品の調達 
 健康増進課  (4)救急医薬品の配送 
 生活環境課  (5)救援物資（医薬品）の受け入れ 

 保健予防課  (6)救援物資（医薬品）の配送 
 食品衛生課   

 食肉衛生検査所 
 

  

 
 

 

 

備

考 

（原則） 
① 医療に必要な医薬品等は、緊急物資として取り扱う。 
② 医療等に必要な医薬品等は、兵庫県薬務課（医務課を経由）、西宮市薬剤師会及び卸売業者等

の協力を得て、市が体制整備する。 
③ 医薬品等の調達、管理、保管等は薬剤師が望まれる。 
④ 県は、県内の医薬品卸売業者が、約３週間分の医薬品の在庫を有していることから、流通在庫

の活用を図り、医薬品卸協同組合、医理化機器協会等との連携を強化することとしている。 

 

Tel 078-362-4351 

FAX 078-362-426

7 

兵庫県医務課 

西宮市保健所 

救護所・避難
所 

医 薬 品 卸 売 業
者 

西宮市薬剤師会 

災害拠点病院 

西宮市立中央病院 

 

１．救護所の開設 
(1)医療ボランティアの調整・確保 
２．救急医薬品等の調達・配送 
(1)兵庫県薬務課（医務課を経由）への支援要請 
(2)救急医薬品等の備蓄 
(3)救急医薬品等の確保 
(4)救護所、避難所への医薬品等の配送 
(5)薬剤師会、卸売業者等への協力要請 

３．薬事情報の収集・提供 
(1)需要・備蓄・稼働等情報 
(2)薬剤師会等との連携 

要請 

協力 

医 療 機 
関 

要請 

要 

請 

報 

告 

要
請 

供
給 

協力 協力 

配 

送 要請 

兵庫県薬務課 
要請 

要
請 

Tel 078-362-3270 

FAX 078-362-471

3 
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第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

５　医療の提供および助産

（７）ＮＢＣ攻撃の際に特に留意すべき事項

①　核攻撃等又は武力攻撃原子力災害の場合の医療活動

ア　内閣総理大臣は、必要に応じ、知事に対し、医療関係者等からなる救護班を編成し、被ば

く線量計による管理を行うなど所要の防護措置を講じた上で、緊急被ばく医療活動を行うよう

要請するものとされている。

イ　内閣総理大臣から派遣された、量子科学技術研究開発機構、国立病院機構、国立高度専門

医療センター、国立大学病院等の医療関係者等からなる緊急被ばく医療派遣チームは、県対策

本部のもとで、トリアージの実施、汚染・被ばくの程度に応じた適切な医療の実施など、現地

医療機関の関係者を指導するとともに、自らもこれに協力して医療活動を行うものとされてい

る。

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

５　医療の提供および助産

（７）ＮＢＣ攻撃の際に特に留意すべき事項

①　核攻撃等又は武力攻撃原子力災害の場合の医療活動

ア　内閣総理大臣は、必要に応じ、知事に対し、医療関係者等からなる救護班を編成し、被ば

く線量計による管理を行うなど所要の防護措置を講じた上で、被ばく医療活動を行うよう要請

するものとされている。

イ　内閣総理大臣から派遣された、量子科学技術研究開発機構、独立行政法人国立病院機構、

国立高度専門医療研究センター、国立大学病院等の医療関係者等からなる被ばく医療派遣チー

ムは、県対策本部のもとで、トリアージの実施、汚染・被ばくの程度に応じた適切な医療の実

施など、現地医療機関の関係者を指導するとともに、自らもこれに協力して医療活動を行うも

のとされている。

兵庫県国民保護計画

の変更に伴う変更

3-56

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

６　被災者の捜索及び救出

（１）人命救出活動

　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐６　救助器具等一覧（消防局）］

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

６　被災者の捜索及び救出

（１）人命救出活動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐７‐４　備蓄資器材等一覧］

項目名・項目番号の

変更

3-57

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

７　埋葬及び火葬

（２）遺体安置所の開設

　遺体の安置所は、西宮市立斎場及び体育館（７館）等公共建築物を中心に選定し、災害の状

況に応じて、適宜その施設管理者と協議して開設する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　［資料２‐６‐８　遺体安置所予定施設］

第５章　救援

第４節　救援の実施方法（法75）

７　埋葬及び火葬

（２）遺体安置所の開設

　遺体の安置所は、西宮市立斎場及び体育館等公共建築物を中心に選定し、災害の状況に応じ

て、適宜その施設管理者と協議して開設する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐６‐７　遺体安置所予定施設］

表現の精査

項目番号の変更

31－56



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-59

第６章　安否情報の収集・提供

１　安否情報の収集（法94）

（１）安否情報の収集

　また、安否情報の収集は、避難所において、避難住民から任意で収集した情報のほか、住民

基本台帳、外国人登録原票等、市が平素から行政事務の円滑な遂行のために保有する情報等を

活用して行う。

第６章　安否情報の収集・提供

１　安否情報の収集（法94）

（１）安否情報の収集

　また、安否情報の収集は、避難所において、避難住民から任意で収集した情報のほか、住民

基本台帳等、市が平素から行政事務の円滑な遂行のために保有する情報等を活用して行う。

兵庫県国民保護計画

の変更に伴う変更

3-60

第６章　安否情報の収集・提供

２　県に対する報告（法94）

　市は、県への報告に当たっては、原則として、安否情報省令第２条に規定する様式第３号に

必要事項を記載した書面（電磁的記録を含む。）を、安否情報システム等により県に送付す

る。ただし、事態が急迫してこれらの方法によることができない場合は、口頭や電話などでの

報告を行う。

第６章　安否情報の収集・提供

２　県に対する報告（法94）

　市は、県への報告に当たっては、原則として、安否情報システムを使用する。システムが使

用できない場合は、安否情報省令第２条に規定する様式第３号に必要事項を記載した書面（電

磁的記録を含む。）を、メールで県に送付する。ただし、事態が急迫してこれらの方法による

ことができない場合は、口頭や電話などでの報告を行う。

国の基本指針の変更

及び兵庫県国民保護

計画の変更に伴う変

更

3-60

第６章　安否情報の収集・提供

３　安否情報の照会に対する回答（法95Ⅰ）

（１）安否情報の照会の受付

②　安否情報の照会については、原則として市対策本部に設置する対応窓口に、安否情報省令

第３条に規定する様式第４号に必要事項を記載した書面を提出することにより受け付ける。

ただし、安否情報の照会を緊急に行う必要がある場合や照会をしようとする者が遠隔地に居住

している場合等は、口頭や電話、電子メールなどでの照会も受け付ける。

③　照会の受付にあたっては、様式第４号に記載されている氏名及び住所又は居所と同一の内

容が記載されている運転免許証、健康保険の被保険証、マイナンバーカードなどにより、当該

照会者が本人であることを確認する。

　ただし、やむを得ない理由により当該書類を提示若しくは提出することができない場合、又

は電話、電子メール等の方法で照会があった場合においては、原則として照会者の住所・氏

名・生年月日および性別を、照会者の住所地市町村が保有する住民基本台帳と照合することに

より本人確認を行う。

第６章　安否情報の収集・提供

３　安否情報の照会に対する回答（法95Ⅰ）

（１）安否情報の照会の受付

②　安否情報の照会については、原則として市対策本部に設置する対応窓口に、安否情報省令

第３条に規定する様式第４号に必要事項を記載した書面を提出することにより受け付ける。

ただし、安否情報の照会を緊急に行う必要がある場合や照会をしようとする者が遠隔地に居住

している場合等は、口頭や電話、メールなどでの照会も受け付ける。

③　照会の受付にあたっては、様式第４号に記載されている氏名及び住所又は居所と同一の内

容が記載されている運転免許証、健康保険の被保険証、マイナンバーカードなどにより、当該

照会者が本人であることを確認する。

　ただし、やむを得ない理由により当該書類を提示若しくは提出することができない場合、又

は電話、メール等の方法で照会があった場合においては、原則として照会者の住所・氏名・生

年月日および性別を、照会者の住所地市町村が保有する住民基本台帳と照合することにより本

人確認を行う。

表現の変更

31－57



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-63

第７章　武力攻撃への対処

第２節　応急措置等

１　退避の指示（法112）

（２）退避の指示の実施手続き

②　国民保護連絡会議が設置されているとき

　　→議長（国民保護担当副市長）からの要請に基づき、市長が実施する。

第７章　武力攻撃への対処

第２節　応急措置等

１　退避の指示（法112）

（２）退避の指示の実施手続き

②　国民保護連絡会議が設置されているとき

　　→議長（危機管理監）からの要請に基づき、市長が実施する。

表現の訂正

3-70

第７章　武力攻撃への対処

第４節　武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

　市は、武力攻撃原子力災害への対処等については、原則として、「地域防災計画３編８章原

子力等事故災害に対する応急活動」等に定められた措置に準じた措置を講ずるものとし、ま

た、ＮＢＣ攻撃による災害への対処については、国の方針に基づき必要な措置を講ずる。この

ため、武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処に当たり必要な事項について、

以下のとおり定める。

第７章　武力攻撃への対処

第４節　武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

　市は、武力攻撃原子力災害への対処等については、原則として、「地域防災計画（原子力等

防災計画）」等に定められた措置に準じた措置を講ずるものとし、また、ＮＢＣ攻撃による災

害への対処については、国の方針に基づき必要な措置を講ずる。このため、武力攻撃原子力災

害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処に当たり必要な事項について、以下のとおり定める。

西宮市地域防災計画

の大規模改定に伴う

変更

3-70

第７章　武力攻撃への対処

第４節　武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

１　武力攻撃原子力災害への対処（法105）

（１）「地域防災計画３編８章原子力等事故災害に対する応急活動」等に準じた措置の実施

　市は、国民保護法その他の法律の規定に基づく武力攻撃原子力災害への対処に関する措置の

実施に当たっては、原則として、地域防災計画「地域防災計画３編８章原子力等事故災害に対

する応急活動」等に定められた措置に準じた措置を講ずる。

第７章　武力攻撃への対処

第４節　武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

１　武力攻撃原子力災害への対処（法105）

（１）「地域防災計画（原子力等防災計画）」等に準じた措置の実施

　市は、国民保護法その他の法律の規定に基づく武力攻撃原子力災害への対処に関する措置の

実施に当たっては、原則として、地域防災計画「地域防災計画（原子力等防災計画）」等に定

められた措置に準じた措置を講ずる。

西宮市地域防災計画

の大規模改定に伴う

変更

3-71 （新規）

第７章　武力攻撃への対処

第４節　武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

１　武力攻撃原子力災害への対処（法105）

（７）避難退域時検査及び簡易除染の実施

　市長は、避難の際の住民等に対する避難退域時検査及び簡易除染の実施については、地域防

災計画（原子力災害対策編）等に定められた措置に準じた措置を講ずる。

国の基本指針の変更

及び兵庫県国民保護

計画の変更に伴う変

更

31－58



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-71 （新規）

第７章　武力攻撃への対処

第４節　武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

１　武力攻撃原子力災害への対処（法105）

（８）飲食物の接種制限

　市長は、必要に応じ、飲食物の摂取制限等の措置については、地域防災計画（原子力等防災

計画）等に定められた措置に準じた措置を講ずる。

国の基本指針の変更

及び兵庫県国民保護

計画の変更に伴う変

更

3-71

（７）職員の安全の確保 第７章　武力攻撃への対処

第４節　武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

１　武力攻撃原子力災害への対処（法105）

（９）職員の安全の確保

項目番号の変更

3-75

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

２　被災情報の収集（法126）

（１）通信手段

市は、J-ALERT、Em-Net、電話、ファックス、インターネットその他の通信手段により、

武力攻撃災害が発生した日時及び場所又は地域、発生した武力攻撃災害の状況の概要、人的及

び物的被害の状況等の被災情報について収集する。

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

２　被災情報の収集（法126）

（１）通信手段

市は、Jアラート、Em-Net、電話、ファックス、インターネットその他の通信手段により、

武力攻撃災害が発生した日時及び場所又は地域、発生した武力攻撃災害の状況の概要、人的及

び物的被害の状況等の被災情報について収集する。

兵庫県国民保護計画

及び西宮市地域防災

計画の表現に合わせ

た変更

3-75

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

２　被災情報の収集（法126）

（４）情報収集方法

①　人的被害

　市は、県警察や関係機関と互いに連絡をとり、人的被害の把握に遺漏がないよう対処する。

また、地図情報のデーターベース化を図り、被災状況図を作成する。

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

２　被災情報の収集（法126）

（４）情報収集方法

①　人的被害

　市は、県警察や関係機関と互いに連絡をとり、人的被害の把握に遺漏がないよう対処する。

また、地図情報のデータベース化を図り、被災状況図を作成する。

表現の訂正

3-75

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

２　被災情報の収集（法126）

（４）情報収集方法

②　建物被害

　市民や関係機関からの情報に加え、できるだけ早く外観目視による全棟調査を実施し、デー

ターベース化を図るとともに被害状況図を作成する。

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

２　被災情報の収集（法126）

（４）情報収集方法

②　建物被害

　市民や関係機関からの情報に加え、できるだけ早く外観目視による全棟調査を実施し、デー

タベース化を図るとともに被害状況図を作成する。

表現の訂正

31－59



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-76

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

３　被災情報の報告（法127）

（２）被災情報の伝達手段

②　有線が途絶した場合は、衛星通信、西日本電信電話(株)災害対策用無線等の無線通信施設

等を利用することとする。必要に応じ、他機関に協力を求め、通信手段を確保することとす

る。

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

３　被災情報の報告（法127）

（２）被災情報の伝達手段

② 有線が途絶した場合は、衛星通信、西日本電信電話株式会社 災害対策用無線等の無線通信

施設等を利用することとする。必要に応じ、他機関に協力を求め、通信手段を確保することと

する。

表現の変更

3-76

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

３　被災情報の報告（法127）

（３）報告内容

①　緊急報告

ア　武力攻撃災害等を覚知した場合、第一報を県に対してだけでなく、消防庁に対しても、原

則として、３０分以内に可能な限り早く、分かる範囲で電子メール、FAX等により報告するこ

ととする。

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

３　被災情報の報告（法127）

（３）報告内容

①　緊急報告

ア　武力攻撃災害等を覚知した場合、第一報を県に対してだけでなく、消防庁に対しても、迅速性を最優

先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）、分かる範囲でメール、FAX等により報告す

ることとする。

兵庫県国民保護計画

の変更に伴う変更

表現の変更

3-78

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

４　被災情報の公表

（４）広報の手段

②　マスメディア

　県を通じ「災害時における放送要請に関する協定」により、ＮＨＫ神戸放送局等に対し、障

害のある人や外国人等の災害時要援護者にも配慮した放送要請を行う。また、ケーブルテレビ

会社へ放送要請するとともに、コミュニティＦＭ局との協定に基づく緊急割り込み放送を行

う。

　　　　　　　［資料２‐４‐２　災害情報等に関する放送の実施に関する協定書］

　　　　　　　［資料２‐４‐３　災害時における放送要請に関する協定（参考）］

③　その他広報手段

　市ホームページや携帯サイト、SNS等による緊急情報提供を行うとともに、広報紙をできる

だけ早期に発行し、各避難所、支所、給水所、防災拠点等に配布する。

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

４　被災情報の公表

（４）広報の手段

②　マスメディア

　県を通じ「災害時における放送要請に関する協定」により、ＮＨＫ神戸放送局等に対し、障

害のある人や外国人等の要配慮者にも配慮した放送要請を行う。また、ケーブルテレビ会社へ

放送要請するとともに、コミュニティＦＭ局との協定に基づく緊急割り込み放送を行う。

　　　　　　　［資料２‐４‐２　災害情報等に関する放送の実施に関する協定書］

　　　　　　　［資料２‐４‐３　災害時における放送要請に関する協定（参考）］

③　その他広報手段

　市ホームページや市防災ポータルサイト、SNS等による緊急情報提供を行うとともに、広報

紙をできるだけ早期に発行し、各避難所、支所、給水所、防災拠点等に配布する。

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

事業進捗による変更

31－60



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-78

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

４　被災情報の公表

（５）災害時要援護者への広報

　災害時要援護者への広報は、文字放送や手話放送、ファックス等のメディアを活用するほ

か、ボランティアなどの協力を得て、点字や外国語による広報紙の発行等、災害時要援護者の

状況にあわせた広報媒体を作成し情報提供する。

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

４　被災情報の公表

（５）要配慮者への広報

　要配慮者への広報は、文字放送や手話放送、ファックス等のメディアを活用するほか、ボラ

ンティアなどの協力を得て、点字や外国語による広報紙の発行等、要配慮者の状況にあわせた

広報媒体を作成し情報提供する。

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

3-79

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

４　被災情報の公表

（６）職員への情報伝達

　各職員が全体の動きを理解して担当業務を行えるよう、総括担当者を通じ全職員に対策本部

の決定事項や、本部事務局部で収集した災害情報、被災情報、支援情報を伝達する。

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

４　被災情報の公表

（６）職員への情報伝達

　各職員が全体の動きを理解して担当業務を行えるよう、総括担当者を通じ全職員に対策本部

の決定事項や、本部事務局で収集した災害情報、被災情報、支援情報を伝達する。

表現の訂正

3-79

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

５　市民への各種相談窓口の設置

（１）各種相談窓口の設置

⑤　災害時要援護者（障害のある人、外国人等）

第８章　被災情報の収集・報告及び公表等

５　市民への各種相談窓口の設置

（１）各種相談窓口の設置

⑤　要配慮者対応（障害のある人、外国人等）

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

関係部局での検討に

よる変更
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-80

第９章　保健衛生の確保その他の措置

１　保健衛生の確保

（３）食品衛生確保対策

①　市は、食品衛生監視員を食品の流通集積拠点に派遣し、衛生状態の監視、指導を行う。

②　市は、食品衛生監視員を避難所に派遣し、食品の取扱状況や容器の消毒等について調査、

指導を行う。

第９章　保健衛生の確保その他の措置

１　保健衛生の確保

（３）食品衛生確保対策

①　市は、食品衛生監視員を救援食糧の一時集積所に派遣し、衛生状態の指導を行う。

②　市は、食品衛生監視員を避難所に派遣し、食糧の管理、炊事場の清掃、炊き出し時の衛生管理

について指導を行う。また、食糧供給事業者に対しても、食中毒予防の徹底を要請する。

関係部局での検討に

よる変更

③　市は、食品関係営業施設の実態を調査し、衛生上問題がある場合には、改善を指導する。

④　市は、食中毒患者が発生した場合、食品衛生監視員による所要の検査等を行うとともに、

原因調査を行い、被害の拡大を防止する。

⑤　市は、食中毒等の被害の拡大が懸念される場合は、速やかに厚生労働省に連絡するととも

に、状況により、他府県や厚生労働省に支援を要請する。

⑥　市は、梅雨期や夏期等を中心に、武力攻撃災害時の食品衛生に関する広報等を行い、食中

毒の未然防止に努める。

③　市は、食品関係施設の実態を調査し、衛生上問題がある場合には、改善を指導する。

④　市は、食中毒患者が発生した場合、食品衛生監視員による疫学調査や食品、便等の検査を

実施し、原因究明及び被害の拡大防止を行う。

⑤　市は、食中毒等の被害の拡大が懸念される場合は、速やかに厚生労働省に連絡するととも

に、状況により、他府県や厚生労働省に支援を要請する。

⑥　市は、避難所を中心に、武力攻撃災害時の食品衛生に関する広報等を行い、食中毒の未然

防止に努める。

3-81

第９章　保健衛生の確保その他の措置

１　保健衛生の確保

（５）栄養指導対策

①　市は、県と連携し、避難所や仮設住宅等を巡回して被災者等の栄養状況を把握し、早期に

栄養状態を改善するため、栄養士による巡回栄養相談等を実施する。

　また、給食施設等を巡回し、状況を把握するとともに、巡回指導等を実施する。

第９章　保健衛生の確保その他の措置

１　保健衛生の確保

（５）栄養指導対策

①　市は、県や県栄養士会と連携し、避難所や仮設住宅等を巡回して被災者等の栄養状況を把

握し、早期に栄養状態を改善するため、栄養士による巡回栄養相談等を実施する。

　また、給食施設等の巡回栄養管理指導等を実施する。

兵庫県国民保護計画

の変更に伴う変更

31－62



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-81

第９章　保健衛生の確保その他の措置

１　保健衛生の確保

（６）ごみの収集・処理

①　ごみ処理計画

ア　一般廃棄物の収集及び処分の基準

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第３条（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の基

準）に定めるところにより、災害発生の日からなるべく早く収集・運搬し処分する。

イ　広域応援の受入れ

　ごみの収集及び処分について、必要に応じ動員部を通じ広域応援を要請する。その場合、効

率的な業務を実施するため、受け入れ担当窓口を設置する。

第９章　保健衛生の確保その他の措置

１　保健衛生の確保

（６）ごみの収集・処理

①　ごみ処理計画

ア　一般廃棄物の収集及び処分の基準

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第３条（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の基

準）に定めるところにより、災害発生の日からなるべく早く収集・運搬し処分する。

イ　広域応援の受入れ

　ごみの収集及び処分について、必要に応じ動員・ボランティア部を通じ広域応援を要請す

る。その場合、効率的な業務を実施するため、受け入れ担当窓口を設置する。

表現の訂正

3-82

第９章　保健衛生の確保その他の措置

１　保健衛生の確保

（７）し尿の収集・処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２‐４‐１　災害時応援協定一覧］

第９章　保健衛生の確保その他の措置

１　保健衛生の確保

（７）し尿の収集・処理

　　　　　　　　　　　　［資料２‐４‐１　災害時応援協定一覧（民間機関等）］

項目名の変更

3-83

第９章　保健衛生の確保その他の措置

２　廃棄物の処理

（２）廃棄物処理対策

①　市は、「西宮市災害廃棄物処理計画」の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針」（平成26

年３月）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。

第９章　保健衛生の確保その他の措置

２　廃棄物の処理

（２）廃棄物処理対策

①　市は、「西宮市災害廃棄物処理計画」の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針」（平成30

年３月）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。

時点更新

3-83

第９章　保健衛生の確保その他の措置

２　廃棄物の処理

（４）　不法投棄の監視

　　　　　［資料２‐２‐６　兵庫県災害廃棄物処理の相互応援協力に関する協定］

第９章　保健衛生の確保その他の措置

２　廃棄物の処理

（４）　不法投棄の監視

　　　　　［資料２‐２‐7　兵庫県災害廃棄物処理の相互応援協力に関する協定］

項目名・項目番号の

変更

31－63



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第３編　武力攻撃事態等への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

3-87

第１０章　市民生活の安定に関する措置

３　避難住民等の生活安定等

（１）災害時要援護者への対応

　民生委員・児童委員、西宮市社会福祉協議会、地域住民、ボランティア、自主防災組織等の

協力を得て、速やかに安否確認及び被災状況の把握と支援業務を実施する。また必要に応じ、

県及び近隣市町等に職員の応援派遣を要請する。

①　独居高齢者、障害のある人、難病患者などの災害時要援護者の迅速な把握に努め、必要に

応じ社会福祉施設への緊急入所等の措置を講じる。

②　災害時要援護者に対し、生活必需品の支給や利用可能な施設及び福祉・医療サービスに関

する情報等の提供をする。

第１０章　市民生活の安定に関する措置

３　避難住民等の生活安定等

（１）要配慮者への対応

　民生委員・児童委員、西宮市社会福祉協議会、地域住民、ボランティア、自主防災組織等の

協力を得て、速やかに安否確認及び被災状況の把握と支援業務を実施する。また必要に応じ、

県及び近隣市町等に職員の応援派遣を要請する。

①　独居高齢者、障害のある人、難病患者などの要配慮者の迅速な把握に努め、必要に応じ社

会福祉施設への緊急入所等の措置を講じる。

②　要配慮者に対し、生活必需品の支給や利用可能な施設及び福祉・医療サービスに関する情

報等の提供をする。

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

3-88

第１０章　市民生活の安定に関する措置

３　避難住民等の生活安定等

（３）高齢者、障害のある人などへの対応

①　福祉全般の相談窓口の開設

　高齢者や障害のある人などに対しては、周辺住民を中心としたきめ細かな援護体制を確立

し、早期に相談窓口を開設する。

②　福祉施設等の早期復旧と平常業務の再開

　福祉施設は災害時要援護者にとって不可欠な施設であるため、これらの施設は被災後の早期

復旧と平常業務の早期再開に努める。

　なお、災害時要援護者のうち重度者に対しては、避難所としての利用も図る。

③　情報提供

　災害時要援護者に対する迅速正確な情報の提供を実施するため、関係団体やボランティア等

の協力を得て、広報連絡体制の整備を図る。

第１０章　市民生活の安定に関する措置

３　避難住民等の生活安定等

（３）高齢者、障害のある人などへの対応

①　福祉全般の相談窓口の開設

　高齢者や障害のある人などに対しては、周辺住民を中心としたきめ細かな支援体制を確立

し、早期に相談窓口を開設する。

②　福祉施設等の早期復旧と平常業務の再開

　福祉施設は要配慮者にとって不可欠な施設であるため、これらの施設は被災後の早期復旧と

平常業務の早期再開に努める。

なお、要配慮者のうち重度者に対しては、避難所としての利用も図る。

③　情報提供

　要配慮者に対する迅速正確な情報の提供を実施するため、関係団体やボランティア等の協力

を得て、広報連絡体制の整備を図る。

表現の精査

西宮市地域防災計画

の表現に合わせた変

更

3-88

第１０章　市民生活の安定に関する措置

３　避難住民等の生活安定等

（４）外国人への対応

①　日本語の理解が十分でない外国人のため、英語や多数ヶ国語 による防災手引きや案内を活

用した支援を行う。

第１０章　市民生活の安定に関する措置

３　避難住民等の生活安定等

（４）外国人への対応

①　日本語の理解が十分でない外国人のため、英語やその他複数言語 による防災手引きや案内

を活用した支援を行う。

関係部局での検討に

よる変更

31－64



西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第4編 復旧等

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

修正箇所なし
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西宮市国民保護計画（令和５年度変更）変更箇所一覧　（新旧対照） 第５編　緊急対処事態への対処

頁 現行（旧） 変更案（新） 変更理由

5-1

１　緊急対処事態（法182）

　市保護計画が対象として想定する緊急対処事態については、第１編第５章２に掲げるとおり

である。

１　緊急対処事態（法182）

　市保護計画が対象として想定する緊急対処事態については、第１編第５章第２項に掲げると

おりである。

表現の変更

31－66


